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序章  
1．はじめに	 
	 本稿は、東京都多摩地域の公立小学校での公的支援の諸相について調査を行い、現
行の外国人児童への学習支援の実情を明らかにすることを目的とし、日本語指導が必
要な外国人児童の学習支援に関して考察するものである。	 
序章では、まず本研究の背景と目的について述べる。次に、本研究における用語の
定義を行い、一般的な概念との乖離の解消を図る。最後に、外国人児童に関する先行
研究を概観する。	 
第 1～3章では、多摩地域の外国人児童への学習支援の概況をまとめたうえで、実際
に行われている学習支援の様子を見学記録やインタビューの内容をもとに述べる。	 
前半では多摩地域の概況について、①外国人、②外国人児童、③学習支援の観点か
ら詳しく述べ、インタビュー調査の結果と照らし合わせることで本調査の分析の観点
を明確化し、同時に客観性を高める。さらに、学習支援の概況については、①公共教
育としての日本語教育、②地域住民としての日本語教育、③国際政策としての日本語
教育の観点を取り入れ多摩地域の実情を多角的な観点から検討する。	 
後半では、国際政策として行われている日本語教育の状況を東京都の報告書をもと
に分析する。また、各調査対象機関への訪問記録をまとめ、教室における支援の実際
を概観したうえで、各機関および学習支援の諸特徴について比較・分析を行う。	 
各調査対象機関で日本語教育（又は教室の運営）に携わっている教師・教諭（又は
運営・管理者・コーディネーター）等を対象に実施した聞き取り調査のデータを分析
し、その結果と文献調査の結果を照らし合わせることで、現行の学習支援の実情をよ
り綿密に述べる。	 
第 4 章では、分析から得られたことを踏まえ、外国人児童に対する多摩地域の学習
支援についてその有効性や問題点をまとめ、学習支援の在り方について日本語教育の
立場から考察する。	 
最後に、今後の課題として、①当事者の観点を増やす研究（子どもの立場からアイ
デンティティーの問題、母語維持の問題について考え、保護者の立場から居場所づく
り、就学前の予備教育、保護者を対象にした日本語・学習支援を考える研究）、②支援
機関間の連携を探る研究の必要性などを提示する。	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2．本研究の目的	 
近年、日本の国際化が進む中、特に東京 2020 年東京オリンピック・パラリンピック
競技大会の開催に向けた多言語対応に関する活動や、オリンピック・パラリンピック
教育の一環として行われる国際交流などの話を耳にする。	 
法務省によれば、2016 年末における在留外国人数は 2,382,822 人（前年末比 150,633
人増）で過去最高となっており、全在留外国人数の 21％（500,874 人）を占める外国
人が東京都に集住している。	 
在留外国人は、各自治体に登録され、住民としての権利と責任を有して生活してい
るが、日本語でのコミュニケーションが難しい・使用可能な言語での意思疎通ができ
ないなどといった環境に置かれている人が多いという現状があるものの言語生活につ
いて母語の保持の権利や日本語の学習権が法律として明確に制定されているわけでは
ない（西郡他 2009）。	 
一方、「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（A規約注1）」（法務省）で
は、この規約の締約国は、教育についてのすべての者の権利を認めるとされており、
ことに締約国の外国人児童は日本国民児童と同様に公立の義務教育諸学校に就学する
ことが可能であるとされている。言い換えれば、義務教育の学齢期にある外国人児童
には国レベルで行われている公的な教育の機会が権利として与えられていると言える。	 
その反面、文部科学省が公立学校に在籍する外国人児童生徒（平成 28 年現在 80,119
人、文部科学省「学校基本調査」より）を対象に行った「日本語指導が必要な児童生
徒の受入状況に関する調査（平成 28 年度）」は、日本語指導を必要とする外国人児童
生徒数が全国的に 34,335 人いると報告している。これらの点から、公立学校に通うの
は可能であるが日本語の壁で困難が生じてしまい、困っている外国人児童が約 40％い
るとも解釈できる。	 
なお、本稿でいう「日本語指導が必要な外国人児童生徒」とは「日本語で日常会話
が十分にできない者および日常会話はできても、学年相当の学習言語が不足し、学習
活動への参加に支障が生じている者で、日本語指導が必要な者」を意味し、文部科学	 
	 
注 1）A 規約（社会権規約）は「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」を、
B規約（自由権規約）は「市民的及び政治的権利に関する国際規約」を指す。	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省の定義にならったものである。	 
また、文部科学省が取りまとめた「日本語指導が必要な児童生徒に対する指導の在
り方について（審議のまとめ）2013 年 5 月」は、教育課程に位置づけられていなかっ
た日本語指導が「特別の教育課程」として現行制度の下に整備されたと報告している。	 
また、同省によれば、「特別の教育課程」による日本語指導とは、学校生活に適応し、
教科活動に日本語で参加できることを目的として行われるもので、学校生活を送るた
めに必要な日本語を身に着けるための指導も含まれるとし、授業時数は年間 10 単位か
ら 280 単位時間（事情により超えるこも可能）までを標準とするが、指導の要否は校
長が判断するとされている。指導の形態は、原則として児童生徒の在籍する学校にお
ける「取り出し指導」になるが、当該学校において日本語指導担当教員を確保できな
い場合は、巡回指導の活用を、それも困難である場合は、他校における指導が認めら
れるとしている。	 
しかし、日本語指導が必要であると判断されても、指導が受けられない場合が多数
あると言われる。まずは、在籍学校に日本語指導担当教員がいないため指導が受けら
れないことが考えられる。次に、巡回指導員の不足のため順番が回ってこないことや
他校との距離があり移動するのに限界があること、近くても同行者がいないため、行
けないことなどの問題が予測できる。	 
一方、日本語支援を受けないまたは受けたくない場合も可能性としてはあり、それ
は多くの場合、子ども当事者の心的要因と関係しているのではないかと思われる。例
えば、先述の文部科学省の調査の結果から、日本語指導が必要な外国人児童生徒の在
籍人数 1人の学校（2,681 校）が全体（6,137 校）の約 45％を占め、在籍人数が 2人の
学校（1,115 校）を合わせると在籍人数 2 人以下の学校が全体の 60％を超えることが
確認できる。このように、日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍人数が 1 人とい
う状況に置かれている子どもは、同じ立場の人がいないという特別な状況に抵抗を示
し、支援を拒否してしまう可能性が推測できる。	 
しかし、塩原（2014）は、外国人児童生徒を、特別扱いをして支援するのは公平で
はないといった反感が地域住民のあいだで高まりうる、「特別な」措置を講じることこ
そ「公正な」扱いであり、「公正な」扱いであり、それにより教育における機会の平等
が達成される、すなわちマイノリティ優遇政策の根拠となる考え方であると述べてい
る。	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本稿は、	 児童の権利の一部である義務教育学齢期の公立小学校に在籍する外国人児
童生徒に焦点を絞り、上述した「日本語指導が必要な外国人児童生徒」の立場を視野
に入れながら、公的範囲内の学習支援の諸相について東京都多摩地域を中心に調査を
行い、その実態を明らかにすることを目的とする。公的支援に関する実態把握、外国
籍の子どもをもつ親を対象とした予備調査、外国人児童の日本語指導に携わっている
者への聞き取り調査等を照らし合わせることで、現行の外国人児童生徒への学習支援
の有効性や問題点を考察する。	 
具体的に本研究では以下の 3 点の研究課題を立て調査・分析を行い、そこから得ら
れた結果をもとに考察しながら論をまとめる。	 
	 
研究課題①	 	 
多摩地域における日本語指導が必要な外国人児童に対する公的支援の施策の現状
と施策が行われている現場の実情にはどのような差があるか。	 
	 研究課題②	 
	 	 多摩地域における日本語指導が必要な外国人児童に対する日本語支援と教科支援
はどの程度充実しているか。	 
研究課題③	 
	 多摩地域における日本語指導が必要な外国人児童に対する学習支援を担当する指
導者は日本語教育とどのように関連しているか。	 
	 
	 研究課題①は多摩地域の公立小学校に在籍する日本語指導が必要な外国人児童に対
して行われている公的支援の実態を把握することに目的がある。日本語教育に焦点を
絞り施策を綿密に調べたうえ、調査対象とする 7市での実情と照らし合わせる。	 
	 研究課題②は日本語指導が必要な外国人児童に求められる日本語習得と教科学習を
支える日本語・教科支援の現状を調べ、両支援の内容の充実度を検討することに目的
がある。	 
	 研究課題③は日本語支援と教科支援に携わっている指導者の立場について再考する
ことが目的である。日本語教育者に必要とされる資質・能力について文化庁の指針を
参照しながら現場の状況を考察する。	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3．本研究における用語の定義	 
	 本研究では以下の用語について次のように定義を定めたうえで、本稿を進めていく。	 
	 
「多摩地域」	 	 
東京都は、2018 年 1 月 1日現在、23 区・26 市・5町・8村の行政区域を有している。
これは、区部・市部・町村部とも言われ、町村部は郡部と島部を含むものである。ま
た、23 区に対し、市部と郡部をあわせて多摩地区とすることもあるが、本研究では、
市部、つまり 26 市のみを「多摩地域」と定義し市部に限定する。	 
	 
「外国人児童」	 	 
先述にもあるが、文部科学省の「日本語指導が必要な児童生徒の受け入れ状況等に
関する調査」によれば、「日本語指導が必要な児童生徒」とは「日本語で日常会話が十
分にできない児童生徒」及び「日常会話ができても、学年相応の学習言語が不足し、
学習活動への参加に支障が生じており、日本語指導が必要な児童生徒」である。	 
本研究でもこれにならい、「日本語で日常会話が十分にできない外国人児童、及び、
日常会話ができても、学年相応の学習言語が不足し、学習活動への参加に支障が生じ
ており、日本語指導が必要な外国人児童」とする。	 
年齢は小学校の学齢期（7 歳～12 歳）に限定する。国籍は問わず、家庭内言語の状
況を考慮し、家庭内言語がほぼ日本語ではない場合、日本語以外の言語が共存する場
合、日本語が中心であっても異なる母語が複数ある場合などを視野に入れることとす
る。	 
	 
	 
図 1	 本稿における外国人児童の概念	 
日本語指導が必要な
外国人児童
外国にルーツを
もつ児童
外国の文化・社会に背景を
もつ児童
•来日直後の外国籍児童
•日本生まれ/育ちの外国籍児童
•国際結婚による多国籍児童
•在日外国人等の家庭の児童
•帰化後の日本籍児童
•海外からの帰国子女
家庭内言語 
≠日本語 
＝日本語＋α 
≒日本語 
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具体的には、来日もしくは海外から帰国して間もない児童で日常会話等に困ってい
る場合、日本で生まれ育っていても、家庭内言語が複数あり、学校生活に支障をきた
している場合などを想定している。言葉が混在する家庭環境とは、国際結婚による多
国籍の児童や帰化後の日本籍児童などが挙げられる。なお、外国にルーツをもつ児童
のなかで言葉だけでなく、文化・社会の背景が異なっており日本以外の要素をもつ場
合も含むこととする。	 
	 
「学習支援」	 
子どもの言語発達において一般的に用いられる言語能力の概念に BICS と CALP があ
る。Cummins（1984）によると、BICS とは、Basic	 Interpersonal	 Communication	 Skills
（伝達・生活言語能力）のことで、CALP とは、Cognitive	 Academic	 Language	 
Proficiency（認知・学力言語能力）のことをいう。	 
BICS は日常的に頻繁に使われ、深い思考力を必要とされないのに対し、CALP は学校
教育の場面のみで推奨され、抽象的・分析的思考が求められると言われる。また、BICS
の観点からは年齢相応の会話能力を習得するまで 2年程度が、CALP の観点からは学力
相当の言語能力の習得までに 5～7年程度が必要とされている（Cummins、2001）。	 
本研究では学習の概念を BICS 及び CALP の両観点から捉え、生活場面で必要とされ
る日本語の支援や学習場面で必要とされる教科の支援の両方を合わせて用いる。	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 
図 2	 本稿における学習支援の概念	 
次に、支援の範囲に関しては、外国人児童を学習者の立場として考えると同時に、
A 
 
B 
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ある地域の住民、つまり生活者としての立場も視野に入れ、学習者として学校で受け
られる支援や、生活者として地域で受けられる支援を含めることとする。	 
一方、生活者に対して行われる支援の一つに言語サービスがある。河原（2004）に
よると、言語サービスとは「外国人が理解できる言語を用いて、必要とされる情報を
伝達すること」で、その具体例として日本語教育の提供、母語保持教育の提供等が挙
げられている。	 
また、西郡他（2009）も、国や各自治体から外国人住民に対して行われる言語と日
本語教育に関する行政的な支援や情報提供のことを日本語教育サービスとしている。	 
以上のことを踏まえ、本研究では学習支援における定義を以下のようにする。	 
外国人児童に対する学習支援とは、学習者の立場に対する日本語・教科支援および
生活者の立場に対する日本語教育サービスを含む言語生活支援のことをいう。	 
	 
「公的支援」	 	 
本研究での公的支援とは以下の 3つの指針を合わせたものとする。	 
	 	 ①	 国の文部科学省による指針	 
	 	 ②	 都と市の教育委員会による指針	 
	 	 ③	 自治体と協力関係にある機関・団体等による指針	 
	 なお、支援を受ける主体は外国人児童と公立小学校とし、同様に扱う。	 
図 3	 本稿における公的支援の範囲	 
公立小学校 外国人児童 
  文部科学省 
「特別の教育課程」 
       教育委員会 各自治体・連携機関 
「国際交流団体」 
「各種法人団体」 
 
      
      「日本語学級」 
   「帰国児童生徒教室」 
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「10 ブロック」	 	 
10 ブロックとは、東京都が在住外国人支援のための合同連絡会議（東京都、2012）
をより効果的に運営するため、東京都を 10 個のブロックに分けたものである。	 
在住外国人支援のための合同連絡会議は、平成 20 年度の地域国際化推進検討委員会
注2において外国人支援のため、都・区市町村・民間団体がネットワークを強化して外
国人の支援を行っていくことが必要であるとの答申を受け、外国人支援に関わる関係
機関の連携の場として、平成 21 年度から合同連絡会議を開催した経緯をもつ。また、
「外国人も住みやすいまちづくりにむけ、地域に密着した効果的な情報提供を推進す
るため、外国人支援に関わる行政機関や民間団体等が一堂に会し、顔の見える関係を
構築し、連携の強化を図る」ことを目的としている（東京都、2012）。	 
本研究でも東京都が主宰する在住外国人支援のための合同連絡会議の 10 ブロック
を同様の定義で扱うこととする。	 
10 ブロックに属する自治体は図 4に示した 5市である。10 ブロックに関する細かい
説明等は、第 3章で述べる。なお、図 4に記した内容は全市にわたる内容である。	 
	 
 	 
	 
図 4	 10 ブロック	 
	 
注 2）地域国際化推進検討委員会とは、東京都生活文化局の指針により地域活動の推	 	 	 	 	 	 	 
進（ボランティア、町会、自治会など）の一環として発足したもので、平成 20
年度の検討テーマは「在住外国人のための効果的な防災対策について」である。	 
東久留米市
小平市
東村山市西東京市
清瀬市
市レベルを超えた支援 
例：他市の日本語教室に通える 
小委員会による細かい支援 
  例: 子ども専門委員会 
ボランティア活性化 
例：フォローアップ講座 
定期的な講座開催 
例：子どもをテーマとした講座 
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4．先行研究	 
	 4.1	 外国人児童を取り巻く環境	 
文部科学省の調査では来日の経緯関する資料はみあたらないもののいかなる経緯で
あれ児童の場合は、留学生や成人のように自分で希望して来日するわけではなく、家
族に連れられて来日するのである（横田、2003）。また、横田（2003）は日本社会の国
際化が進むとともに、日本に住む外国人の数が増加し、さらに 1989 年に「出入国管理
及び難民認定法」が改訂されたことにより、日系人の就労ビザの取得が容易になり、
外国人労働者が急激に増加した結果、日本に滞在する外国人児童の数も急激に増加し、
1990 年代に入って、日本の公立小学校での教育を希望する外国人児童数が 1万人を超
えるようになったと述べ、公立学校では、外国人児童の編入学の時期、母語、滞日予
定期間等が異なり、インドシナ難民や中国帰国者のためのような体系的な集中日本語
予備教育はできず、基本的には個別指導にならざるをえないと指摘している。	 
池上（1998）は、インドシナ難民や中国帰国者の子どもたち、また 1990 年の「出入
国管理及び難民認定法」の改正後、中南米諸国からの日系の子どもたちが、学校現場
において日本語教育を必要とするようになったと述べている。また、こうした状況下、
児童生徒に対する日本語教育は、日本語教育界全体においても重要な課題の一つとし
て言及されるようになってきたとし、1994年に発行された日本語教育学会の学会誌『日
本語教育』第 83 号で「年少者に対する日本語教育」を特集したと説明している。	 
伊東（1999）は日本語教育学会の学会誌第 100 号で主に公立学校における外国人児
童生徒の受け入れ体制や日本語指導者の現状、並びに教材・教具をはじめとするカリ
キュラムや指導状況などを概観し、年少者の日本語教育の課題についてまとめている。	 
上記の課題については石井（1997）もかつて日本語教育の観点から述べており、主
に、指導内容や指導方法に関する検討が必要であること、教科教育と日本語教育の連
携を図る必要があること、学校・家庭・地域の連携を促進する必要があること、そし
て基礎研究の推進・基礎資料蓄積なども必要であると指摘した。	 
川上（2002）も、インドシナ難民や中国帰国者の子弟が日本の学校へ多数入学して
きた 1980 年代から日系人子弟が増加した 1990 年代、そして今日まで児童生徒は多様
化されていると述べその教育課題について指摘しており、日本語がわからないまま入
学してきた児童生徒への初期指導、適応指導の在り方、教材とカリキュラム開発、外
国人児童生徒への日本語指導の理念化と体系化、日本語習得過程の実証的調査と指導
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方法、評価の課題、さらに、教科学習をどう支えるか、そのために日本語指導と教科
指導をどう統合するのか等の点は発展的に推移してきたとはいえ、これらの問題がす
べて解決されてきたわけではないと指摘している。	 
一方、水谷他（2009）は、過去から現在までの社会・政策の動きから日本語教育を
考える座談会で 1990 年代の状況について説明しながら、帰国子女や中国帰国者、イン
ドシナ難民の子どもに対する教育以外の、いわゆる年少者、つまり外国人児童生徒に
対する日本語教育の問題も出はじめたと述べている。	 
さらに、水谷・石井・野山・春原（2009）が、文化庁は 1990 年代に地域の日本語教
育推進事業をやっており、文化庁からの委嘱で日本語教育学会では「ネットワーク研
究」が盛んになっていったと補足する。	 
また、栗原（2008）は、義務教育諸学校において、日本語能力が十分ではない外国
人児童生徒が増加する中で、1991 年 3 月に文部省教育助成局海外子女教育課により、
「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受け入れ状況等に関する調査」が実施され、
その調査結果から、学校では外国人児童生徒の受け入れに伴い、様々な運営上、指導
上の困難が生じている実態が把握されたと述べている。この調査の結果を踏まえて、
ニューカマーの子どもを対象にする文部科学省の施策が始まったとしている。	 
上記に対して、新たに日本に来た子どもたちが増加した 1990 年代になってから、異
文化間教育学の分野でも研究が開始されるようになったとしいう。佐藤（2010）は、
1991 年、文部省（当時）によって初めて「日本語指導が必要な児童生徒数」の実態調
査が開始され、教育現場で日本語指導という新しい課題に直面して行政的対応が迫ら
れるようになり、この調査を契機に、教育現場における新しい課題を研究対象として
取り込んでいったと述べている。	 
しかし、佐久間（2014）が指摘するように、国レベルの対応は日本語指導を必要と
する生徒数の調査とそれに依拠する義務教育費国庫負担金制度における加配に関する
もので、個別・具体的な対応はすべて自治体任せである。また、佐久間（2012）も、日
本では学齢期にある外国人児童生徒数の全国的なデータはとられていないため、各自
治体独自の調査に頼るしかないという。また、外国人の子どもの教育は義務化されて
おらず、日本人の子どものような就学児童生徒のデータはないと述べている。	 
一方、西川他（2015）は、日本語指導が必要な児童生徒の増加につれて、文部科学
省は加配教員の配置や JSL カリキュラムの開発などで対応し、地域でも日本語や教科
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学習支援がボランティアらによって行われているが、「特別の教育課程」の対象となっ
た「学習活動に取り組むために必要な日本語の能力が十分でない子ども」への指導や
支援を効果的に実施するための基礎研究の蓄積は十分とは言えないと指摘している。	 
その一方で、松本（2014）は、「特別の教育課程」による日本語指導の実施により、
児童生徒一人一人に応じた指導計画の作成・評価の実施による日本語指導の質の向上、
「日本語指導」の体制整備による組織的・継続的な支援の実現などが期待されるとし、
個別の指導によって児童生徒の家庭内言語や生育歴・学習歴などがわかり、指導に関
するときも情報を共有して連携することができ、転校時や中学校への進学時などにお
いても継続した支援が可能になるとその効果について言及している。	 
以上、外国人児童を取り巻く環境について概観した。日本語教育で外国人児童に対
する意識が高まったのは、1990 年代に公立学校での教育を受ける人数が増えた時点か
らであったと考えられる。中国帰国者やニューカマーとも言われる外国人児童などの
年少者に対する研究が日本語教育において現れるようになり、外国人児童を取り巻く
環境、課題等が多角的な観点から取り上げられるようになった。また、このような傾
向は文科省（当時）等の行政が 1990 年代に外国人児童に関する調査、報告等を始めた
ことからもわかる。	 
外国人児童を取り巻く課題には外国人児童の受け入れの体制に関する制度面の課題
から、指導法と教材・カリキュラム開発など内容面の課題まで様々であり、さらに、
文化庁の地域の日本語教育推進事業でネットワーク研究が盛んになったことから、外
国人在住地域における日本語教育の課題も表面化されはじめたと考えられる。	 
	 	 
	 4.2	 外国人児童の言語能力	 
外国人児童の言語能力については、かつて善元（1989）が外国人児童に日本語を教えて
いるある日本語学級の現場から「子どもが自己形成する過程で教師は母語のもつ役割につ
いて全く気が付いておらず、子どもたちの心の叫びは常におし込められている。」（p.301）
と指摘しており、日本語習得とともに母語維持の重要性について言及している。	 
	 坂本（2016）では、カミンズの敷居仮説を引用し、母語を蔑ろにし、第二言語のみに焦
点を当てていては敷居仮設にあるように、十分な認知的発達が実現せず、結果第一言語と
第二言語の発達が中途半端になってしまい学力も遅滞してしまう危険性は十分にあると指
摘している。	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 要するに、2 ヵ国語を話す環境にある外国人児童に日本での学力遅滞が見られるのは、
BICS と CLAP を習得する期間が異なっているという原因もあるが、第一言語の学力発達が
不十分であるため第二言語との相互作用が起こらない可能性も原因として考えられる。	 
	 しかし、公立学校の現状を考えると個々人の母語を維持させるための教育までを行うこ
とは無理があり、言語に対応しきれず逆効果になることなどが懸念される。	 
	 その一方で、「子どもはすぐに話せるようになる」と思われているが、それは多くの場合
日常の話し言葉についてであり、「話せるのに読んだり書いたりできない」子どもたちの事
例は決して例外ではなく、日本語を母語としない児童生徒が日本の学校で学ぶ場合 CALP の
発達が問題となったことから、様々な研究で「学習言語」や「学力言語」の必要性が叫ば
れるようになった。その結果、この問題は日本語教育の分野でも重要な課題として取り上
げられている。また CALP と母語の発達は密接に関係すると言われていることから、母語の
重要性も述べられている（池上、1998）。	 
	 また、西原（1996）は外国人児童生徒のための日本語教育のあり方の一部として第二言
語教育の有るべき姿を取り上げており、教科学習と日本語学習との関連付けについて述べ
ている。日本の学校制度の中で学習する児童生徒の日本語習得は単に日常生活での交流に
十分であればよいだけでなく、それを媒介として認知的・学術的知識を高められるような
ものでなければならいと言っている。また、それに関連して、学校生活の中で日本語を媒
介として教科学習をする際、日本語学習の開始年齢が 9歳以下、あるいは小学年低学年の
場合は、彼らの認知能力（意味記憶）が未発達であることに配慮しなければならないとい
う。	 
	 このように、言語発達期にある外国人児童は母語を維持しながら第二言語も習得しなけ
ればならない状況におかれているが、学校教育のみでは対応しきれず、家庭または地域の
支援などに頼る傾向にあると考えられる。	 
	 
	 4.3	 外国人児童を対象とした地域の支援	 
	 ここでは、国立教育政策研究所（2016）の『外国人児童生徒の教育等に関する国際比較
研究』の結果を中心に述べる。この調査研究は、義務教育段階の公立学校における日本語
指導が必要な外国人児童生徒に対する言語能力及び学力向上のための取り組みに重点を置
き、特にそうした子どもたちの少ない散在地域において必要な対応を明らかにし、日本で
実現可能な政策オプションを導くことを目的としているという。	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国立教育政策研究所（2015）は、『外国人児童生徒の教育等に関する国際比較研究』で、
散在地域における日本語指導を必要とする児童生徒に対する支援の課題について、その問
題点を学校の立場から集住地域と比較しながら次のように取り上げている。	 
	 まず、集住地域では、	 
	 	 ①	 毎年、編入学児童生徒が見込め、かつ、児童生徒の使用言語も大まかながらも把握
できる。	 
	 	 ②	 それゆえ、専門の担当者の配置及び配置の準備をすることができる。	 
	 	 ③	 ある程度の組織的かつ継続的な対応が可能なため、指導技術・教材等が蓄積される。	 
一方、散在地域では、	 
	 	 ①	 いつ、どこに、どのような言語を母語とする児童生徒が編入してくるか予測がつか
ない。	 
	 	 ②	 それゆえ、事前に人材や予算の確保がしにくい。	 
	 	 ③	 対応が 1教員の短期的努力で終わり、指導技術の継承や教材の蓄積がされにくい。	 
	 このように集住地域と散在地域とを対比することで両地域の特徴が見えてくる。しかし、	 
散在地域の課題は上記以外にも多数あり、たとえば、編入児童生徒の使用言語が予想でき
ないため、情報を収集しにくいことなどが挙げられる。そこで、同研究所はこれらの実情
と必要性を踏まえた対策が望まれるとし以下のように提示している。	 
	 ①	 情報収集面	 
情報収集面の対策としては、相談ができるところを作り、日本語指導を要する児童生
徒が編入学してきたとき、初めて受け入れる地域や学校でも対応できるようにする
ことと、情報源にたどり着きやすい状態を作りまた、初心者にもわかりやすい簡潔な
資料の作成と説明をすること等が望ましい。	 
	 ②	 具体的指導面	 
	 	 	 具体的指導面の対策としては、学校生活に関する指導のための最低限の知識を養う
こと、日本語指導・教科指導においては教材を入手し最低限指導法の研修を受けるこ
と、とくに、地域で研修を行っている市や町、ボランティア団体では、他地域からの
参加を互いに認めて研修が受けられるシステムを構築すること等が望ましい。	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 このことから散在地域には、散在地域ゆえの問題点があり日本語指導を必要とする外国	 
人児童の受け入れが極めて困難であることがわかる。	 
	 一方、学校法人日本社会事業大学社会事業研究所（2010）は『外国籍等児童の現状と自
演に関する研究』で、散在地域に居住する外国籍等の人々の中で特に学齢期の児童のニー
ズに焦点を当て、首都圏の小都市を選定し、そこに暮らす子どもたちの学校生活における
課題を明らかにし、それを解決するための方策を提言することを目的とした研究を行なっ
ているという。	 
また、上記の研究は、外国籍等児童や保護者が公共サービスを受けるには、それぞれの
機関が「多文化・価値観の多様性」を受け入れ、それに応える姿勢と具体的な対応策が求
められるとし、学校生活における課題の一つの視点として多文化の受容などを強調してい
る。	 
以上のことをまとめると、外国人児童に関する研究の歴史は 1980 年代から始まってお
り、当時外国人児童を取り巻く諸問題は約 30 年後の 2018 年現在の状況とあまり変わらな
いことがわかる。	 
また、国の施策や各自治体の体制は変わりつつあり、外国人集住地域や一部の散在地域
での研究が報告されているという。しかし、全国最多の在留外国人登録者数（全国の外国
人の約 20％以上）を有する東京都においては、外国人児童に対する公立学校の受け入れ体
制や実践例など究明されていない部分が多い。とくに、都内の散在地域と言える多摩地域
に関して公立小学校に在籍している日本語指導が必要な外国人児童に対して行われている
支援等に関する研究は管見のかぎりあまりなされていない状況にある。	 
そこで、本研究では東京都多摩地域が現行の行政区域になった 2001 年度以降の状況を
中心に各市で行われている施策をまとめ、一部の自治体における現場の様子について調べ
たい。	 
以上、序章ではまず、本研究の全体的な流れについて述べた。次に、本研究の背景
と、研究目的について述べ、本稿における用語の定義を行った。また、外国人児童を
取り巻く環境の視点、外国人児童の言語能力の視点	 、外国人児童を対象とした地域の支
援の視点から先行研究をまとめたうえで、本稿の方向性について言及した。	 
以上の内容を踏まえ、次章からは多摩地域における外国人児童への学習支援の実態
について文献調査およびインタビュー調査の結果を述べ、分析および考察を行う。	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第 1章	 多摩地域の概況	 
1590 年、徳川家康が江戸城へ入城して以来、今日の体制（23 区 26 市 5 町 8 村）に
至るまで、東京都は下表 1のような行政区域のいきさつをもつ。現在の 23 区制は 1947
年から、市部の 26 市制は 2001 年から始まっている。	 
表 1	 東京都行政区域の変遷	 	 
時代	 西暦	 月	 主なできごと	 
江戸	 1590	 8	 徳川家康の江戸城入城	 
明治	 1868	 9	 江戸を東京と改称,	 東京府を置く	 
1878	 1	 伊豆諸島が静岡県より東京府に編入	 
11	 都区町村編成法により大区小区制が廃止	 
→	 15 区 6 郡に改編	 
1880	 10	 小笠原諸島が東京府に編入	 
1889	 5	 東京市誕生→	 15 区	 
1893	 4	 三多摩地域が神奈川県から東京府に編入	 
昭和	 1932	 10	 東京市	 隣接 5郡 82 町村を合併→	 35 区となる	 
1947	 3	 22 区制実施→	 35 区から 22 区に	 
8 月に練馬区が独立して 23 区に	 
平成	 1991	 11	 羽村町が 27 番目の市となる	 
→	 23 区 27 市 6 町 8村	 
1995	 9	 秋川市と五日市町が合併し「あきる野市」に	 
→	 23 区 27 市 5 町 8村	 
2001	 1	 田無市・保谷市が合併「西東京市」に	 
→	 23 区 26 市 5 町 8村	 
出典	 東京都（2016）『都政	 第 4部	 都政資料	 東京のあゆみ』より作成	 
	 上記の表 1のとおり、今日の東京は東京府から始まり、東京市を経て、現在の東京
都になった。一方、1897 年に静岡県から伊豆諸島を、1893 年に神奈川県から三多摩
地域を東京府に編入させた歴史をもつ。	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1893 年に神奈川県から東京府に編入された三多摩地域は、2018 年に東京に移管され
125 周年を迎える。多摩地域には現在 3 つのエリア区分が設けられているが、東京都
は便宜上さらに 2 つの区分を加え、多摩地域におけるエリア区分を以下の通り 5 つで
示している。なお、今日の行政区域（26 市 4町）の体制は 2018 年現在 18 年目に入る。	 
表 2	 多摩地域のエリア区分	 
区分	 区域名	 
西多摩エリア	 市	 青梅,	 福生,	 羽村,	 あきる野	 
（町）	 （瑞穂,	 日の出,	 檜原,	 奥多摩）	 
南多摩エリア	 市	 八王子,	 町田,	 日野,	 多摩,	 稲城	 
北多摩エリア	 
西部	 市	 立川,	 昭島,	 国分寺,	 国立,	 東大和,	 武蔵村山	 
南部	 市	 武蔵野,	 三鷹,	 府中,	 調布,	 小金井,	 狛江	 
北部	 市	 小平,	 東村山,	 清瀬,	 東久留米,	 西東京	 
出典	 東京都（2017）『多摩の振興プラン	 Ⅳ多摩を取り巻く状況』より作成	 
	 
	 東京都総務局の「東京都区市町村別の面積について」によると、2015 年時点で、多
摩地域の市部は東京都の総面積（2,190Km2）のうち 35.8%（784Km2）を占めており、区
部（28.6%,	 626Km2）に比べ若干広い。	 
他方、多摩地域の人口（約 400 万人）は東京都総人数（約 1,350 万人）の 30％以上
を占めているが、区部の 68.5%（約 900 万人）と比較すると半数以下である。	 
また、総務省の「平成 27 年国勢調査」をみてみると、日本全国の総面積は 377,971Km2、
総人口は約 1億 3千万人弱である。多摩地域市部の面積は、47 都道府県で最も小さい
香川県（1,877Km2）の 5 分の 2 程度であり、人口の規模は福岡県（約 500 万人）と静
岡県（370 万人）との間、10 番目に相当する。	 
東京都は下図 5 に示されるとおり、東側に 23 区、西側に 26 市と 4 町が位置してお
り、行政区分が東西で分かれている。人口密度は区部の方が高いと予想され、多摩地
域の人口密度は比較的低く散住の形がとられていると考えられる。	 
また、総務省（2013）の「住宅・土地統計調査」は、住宅が鉄道最寄り駅から 2km 以
上離れている割合は区部（1%）と比較して多摩地域の方が非常に高い（16％）と指摘
している。	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したがって、多摩地域は区部に比べ広域でありながら、交通のネットワーク（交通
網）ははるかに低い水準にあることが読み取れる。	 
このほか、東京都は法制関係において、「地方自治法においては、都道府県も市町村
もそれぞれ完全に独立した地方公共団体として位置づけられており、都道府県が市町
村を包括するという二層構造をとっているが都と市町村は上下の関係にあるものでは
ない」としている。	 
また、「都と市町村は対等関係であるが、その処理する事務についてみれば、一般的
に市町村は、基礎的な地方公共団体として、住民に最も身近な日常生活に直結する事
務を処理し、都道府県は、市町村を包括する広域的な地方公共団体として、広域にわ
たるもの、市町村に関する連絡調整に関するもの、その規模または性質において一般
の市町村が処理することが適当でないと認められるものを処理する。」とされている。	 
	 
図 5	 東京都の区部と市部および多摩地域のエリア区分	 
出典	 東京都「都内区市町村マップ」より作成	 
http://www.metro.tokyo.jp/tosei/tokyoto/profile/gaiyo/kushichoson.html	 
	 	 
以上、東京都の行政区域や多摩地域におけるエリア区分などの大まかな状況について述
べた。次節からは、多摩地域詳細について 3つの視点をもとに述べていく。概況の詳	 
西多摩 
南多摩 
北多摩西部 
北多摩南部 
北多摩北部 
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1．外国人の概況	 
2017 年 1 月 1日現在、総務省の「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」
によれば、全国の人口は 127,907,086 人であり、内訳としては日本人住民が
125,583,658 人、外国人住民が 2,323,428 人（1.8%）である。日本人住民が 8年連続一
貫して減少しているのに対し、外国人住民は増加傾向にあり、2013 年から 2017 年の 5
年間は毎年、最多記録が更新されている。日本の全人口に占める外国人住民の割合は
1.8%に達しており（法務省「在留外国人統計」2016 年末）、数年後には 2%を超えると
見込まれる。	 
また、同報告によると、全国の外国人（2,323,428 人）のうち、約 20%（486,346 人）
以上が東京都に集住している。とはいえ、国籍にはばらつきが激しくみられ、実際に、
全世界 196 ヵ国（総務省、2017）のうち、東京都には 194 ヵ国（東京都、2017）もの
国の人々の外国人登録がある。	 
	 
 
図 6	 2017 年 1 月 1日現在の住民基本台帳に基づく全国の人口	 
出典	 総務省（2017）「住民基本帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」より作成	 
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/daityo/jinkou_jinkou	 
doutai-setaisuu.html（2018 年 1 月 1日アクセス）	 
	 
なかでも、新宿区は 132 ヵ国（2017 年 12 月現在、新宿区「住民基本台帳人口、外国
人住民国籍別男女別人口」）の外国人が集まっており、ミニ国連といえるほど多様な国
から来た外国人が暮らしている（善元 2013）。	 
1.8％
2,323,428人
・日本人住民➡ 8 年連続で減少 ・外国人住民➡ 増加傾向, 過去最高 
 
うち約 20％↑ 
 ➡ 東京都 
      集住 
486,346人 125,583,658人	 全国 
127,907,086人 
日本人 外国人 
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このように、東京都は多国籍の外国人が生活していることから、言語・文化がいず
れも豊かな環境であり、これは東京都が言っている現在の「ダイバーシティ東京」を
より加速する底力になると言えよう。また、東京都は外国人の集住地域ではあるもの
の、言語面・文化面では多少分散型の地域であるとも解釈できる。	 
一方、法務省の報告によると、日本に在住する外国人の中で国籍・地域別の人数が
もっとも多いのは中国で、ついで韓国、フィリピン、ベトナムと続く。東京都におい
ても同様の傾向がみられ、ゆえに、日本に住んでいる外国人はアジア人が圧倒的に多
いといえる。	 
以下の表 3 に全国と東京都の外国人人口について、総務省及び東京都の報告をもと
に上位 10 位までを示す。なお、表 3 は外国人人口の一部（上位 10 位まで）のみを記
しているため割合は 100％にならない。	 
表 3	 全国および東京都の外国人人口	 
全国（法務省,	 2017 年 6 月現在）	 東京都（東京都,	 2017 年 10 月現在）	 
区分	 人数	 構成比	 区分	 人数	 構成比	 
国籍	 2,471,458 人	 100%	 	 国籍	 512,817 人	 100%	 	 
中国	 711,486 人	 28.8%	 	 中国	 196,009 人	 38.2%	 	 
韓国	 452,953 人	 18.3%	 	 韓国	 90,573 人	 17.7%	 	 
フィリピン	 251,934 人	 10.2%	 	 フィリピン	 31,726 人	 6.2%	 	 
ベトナム	 232,562 人	 9.4%	 	 ベトナム	 31,067 人	 6.1%	 	 
ブラジル	 185,967 人	 7.5%	 	 ネパール	 25,420 人	 5.0%	 	 
ネパール	 74,300 人	 3.0%	 	 台湾	 18,149 人	 3.5%	 	 
米国	 54,918 人	 2.2%	 	 米国	 17,580 人	 3.4%	 	 
台湾	 54,358 人	 2.2%	 	 インド	 10,970 人	 2.1%	 	 
タイ	 48,952 人	 2.0%	 	 ミャンマー	 9,468 人	 1.8%	 	 
ペルー	 47,861 人	 1.9%	 	 タイ	 7,890 人	 1.5%	 	 
出典	 総務省（2017）「在留外国人統計国籍・地域別在留資格」および	 
http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_touroku.html	 
東京都（2017）「外国人人口区市町村別国籍・地域別外国人人口」より作成	 
http://www.toukei.metro.tokyo.jp/gaikoku/2017/ga17010000.htm	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まず、割合の高い上位 4ヵ国（中国、韓国、フィリピン、ベトナム）までは国レベ
ルと都レベルにおいて同様であることがわかる。また、順位は前後で少し異なるもの
の 10 位を構成する国は国レベルと都レベルでほぼ同じである。ただし、全国レベル
では南米地域のブラジル（7.5％）とペルー（1.9％）が現れる一方、都レベルではイ
ンド（2.1％）及びミャンマー（1.8％）が現れる。各 2％程度の割合を占める。言い
換えると、構成比として最も高いのはアジア地域で、ついで南米、北米となり、ヨー
ロッパ、アフリカ、オセアニアの数は上位には現れないということである。	 
他方、東京都全体および区部、市部の上位 10 ヵ国を比べてみると、順位はほぼ同
じ傾向が見られ、中国や韓国はいずれも 1位と 2位を占めている。しかし、3位に当
たる国が区部のみ異なる。具体的には、都の 3位はベトナムであるが、区ではフィリ
ピンになっており、区部のみ 3位と 4位が逆転している。市部の場合、4位までは都
と同じで、5位以降米国→ネパール→台湾→タイ→インド→ミャンマーの順になって
いる。このことから市部では米国およびタイ出身者の割合がやや高いことがわかる。	 
	 
図 7	 東京都における区部および市部の外国人上位 4か国の割合	 
出典	 東京都（2017）「外国人人口区市町村別国籍・地域別外国人人口」より作成	 
http://www.toukei.metro.tokyo.jp/gaikoku/2017/ga17010000.htm	 
次に、東京都の「住民基本台帳による世帯と人口（日本人及び外国人）」をもとに
多摩地域の外国人人口について述べる。	 
35.1%
38.9%
38.2%
16.7%
17.8%
17.7%
9.7%
5.5%
6.2%
6%
6.5%
6.1%
32.5%
31.3%
31.8%
市部
区部
東京都
中国 韓国 フィリピン ベトナム その他
フィリピン ＜ ベトナム 
フィリピン ＞ ベトナム 
フィリピン ＞ ベトナム 
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表 4	 住民基本台帳による総人口および外国人人口	 
区分	 
総数（2017 年 11 月現在）	 うち外国人（2017 年 11 月現在）	 
総数	 構成比	 外国人総数	 構成比	 
総数に対
する割合	 
13,637,291 人	 	 100%	 	 520,573 人	 	 100%	 	 3.8%	 	 
区部	 9,395,206 人	 	 68.8%	 	 439,345 人	 	 84.3%	 	 4.6%	 	 
市部	 4,157,966 人	 	 30.4%	 	 80,079 人	 	 15.3%	 	 1.9%	 	 
郡部	 58,036 人	 	 0.4%	 	 891 人	 	 0.1%	 	 1.5%	 	 
島部	 26,083 人	 	 0.1%	 	 258 人	 	 0.0%	 	 0.9%	 	 
出典	 東京都（2017）「住民基本台帳による世帯と人口」より作成	 
	 表 4は東京都の人口を 4つの区域別に表したもので、総人口および外国人数をそれ
ぞれ示している。また、総人口に対する割合や外国人総数のうち区域別に占める割合
を示している。	 
区域別にみると、東京都の総数のうち、約 70％近くが区部に集住しており、市部
には約 30％が、町村部（郡部・島部）には合わせて 1％未満の人の登録があることが
わかる。全体的な割合は区部に偏っており、総数に対する区部の割合より、外国人の
みの総数に対する区部の割合のほうがこの傾向が顕著であると言える。	 
このように、一口に東京都と言っても、区部と市部とでは様々な面で異なってい
る。登録されている人口数からみると、区部は東京都の集住地域であり、町村部（郡
部・島部）は無論、多摩地域も都内の散在地域の一つと言えよう。	 
	 その一方で、前述の図 7「外国人人口区市町村別国籍・地域別外国人人口」（東京
都、2017）のデータを詳しくみると、そもそもの実数は少ないものの、数ヵ国につい
ては、区部より市部の方に登録数がやや多く、なかでもアフリカ地域が若干多くなっ
ている。また、区部より市部の方に登録が多い国のうち、その差がより顕著であるの
はペルーである。都内の総数（1,810 人）のうち、市部が約 65％（1,183 人）を占め
ている一方、区部は約 30%（578 人）に留まっており、市部の半数にも満たないこと
がわかる。また、約 5％は町村部（郡部・島部）に登録がある。	 
以上のことを踏まえ、下記の表○に多摩地域市部の外国人人口について詳細を示
す。	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表 5	 多摩地域市部の外国人人口	 
区分	 
外国人数	 構成比	 割合が 10%を超えている国・地域	 
74,633 人	 100%	 	 括弧内はほぼ 10％に近い国・地域	 
西	 
多	 
摩	 
青梅市	 1,646 人	 2.2%	 	 フィリピン,	 中国,	 韓国,（ベトナム）	 
福生市	 3,359 人	 4.5%	 	 ベトナム, 中国, ネパール,	 フィリピン	 
羽村市	 1,233 人	 1.7%	 	 ペルー,	 フィリピン,	 中国,（韓国）	 
あきる野市	 740 人	 1.0%	 	 中国,	 韓国,	 フィリピン,	 ベトナム	 
南	 
多	 
摩	 
八王子市	 11,113 人	 14.9%	 	 中国,	 韓国,	 フィリピン	 
町田市	 5,505 人	 7.4%	 	 中国,	 韓国,（フィリピン）	 
日野市	 2,805 人	 3.8%	 	 中国,	 韓国,	 ベトナム,（フィリピン）	 
多摩市	 2,402 人	 3.2%	 	 中国,	 韓国,（フィリピン）	 
稲城市	 1,183 人	 1.6%	 	 中国,	 韓国,フィリピン	 
北	 
多	 
摩	 
西	 
部	 
立川市	 3,859 人	 5.2%	 	 中国,	 韓国,（フィリピン）	 
昭島市	 2,467 人	 3.3%	 	 中国,	 韓国,	 フィリピン,（ベトナム）	 
国分寺市	 1,910 人	 2.6%	 	 中国,	 韓国,（ネパール）	 
国立市	 1,509 人	 2.0%	 	 中国,	 韓国	 
東大和市	 1,090 人	 1.5%	 	 中国,	 フィリピン,	 韓国、朝鮮	 
武蔵村山市	 1,427 人	 1.9%	 	 中国,	 フィリピン,	 韓国,（ベトナム）	 
北	 
多	 
摩	 
南	 
部	 
武蔵野市	 2,817 人	 3.8%	 	 中国,	 韓国,	 米国	 
三鷹市	 3,376 人	 4.5%	 	 中国,	 韓国,（米国）	 
府中市	 4,676 人	 6.3%	 	 中国,	 韓国,	 フィリピン	 
調布市	 4,037 人	 5.4%	 	 中国,	 韓国	 
小金井市	 2,379 人	 3.2%	 	 中国,	 韓国	 
狛江市	 1,168 人	 1.6%	 	 中国,	 韓国,（フィリピン）	 
北	 
多	 
摩	 
北	 
部	 
小平市	 4,561 人	 6.1%	 	 中国,	 韓国,	 朝鮮	 
東村山市	 2,524 人	 3.4%	 	 中国,	 韓国,（フィリピン）	 
清瀬市	 1,136 人	 1.5%	 	 中国,	 フィリピン,	 韓国	 
東久留米市	 1,822 人	 2.4%	 	 中国,	 韓国,	 フィリピン,	 米国	 
西東京市	 3,889 人	 5.2%	 	 中国,	 韓国,（フィリピン）	 
出典	 東京都（2017 年 1 月現在）「区市町村別国籍・地域別外国人人口」より作成	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外国人数の実数を見ると、最多は八王子市の 11,113 人（約 15％）、最少はあきる
野市の 740 人（約 1％）であり、構成比の差は約 15 倍にも達する。国籍は両市いず
れも「中国、韓国、フィリピン」といった順に並んでおり、同様のパターンは全体の
約半分の市でみられる。	 
福生市に韓国が現れていないことを除くと、全ての市は「中国、韓国」のパターン
がベースとなっているのも特徴としてあげられる。	 
また、韓国とは別枠（法務省の分類によると、2010 年までは「韓国・朝鮮」を一
くくりとし、2011 年からは「韓国」と「朝鮮」を個別に数えている。）とされている
朝鮮の登録者が、東大和市と小平市にみられる。小平市は総数（1,645 人）の約 3分
の 1が朝鮮であり、これは理由とかかわらず圧倒的な割合を占めていると言える。	 
他方、ベトナムも少なくなく構成割合が 10%を超える市は全 26 市のうち 6市であ
る。例えば、福生市においてはベトナムの割合が顕著に高く（約 21％）、実数は 721
人である。	 
	 その一方で、アジア以外の場合は、北米の米国と、南米のペルーがあり、米国は武
蔵野市と東久留米市に、ペルーは羽村市に集中している。とくに、東久留米市は昔か
らアメリカ人宣教師が多い町であると言われており、その影響が反映されているので
はないかと推察できる。	 
	 なお、エリアレベルでよりマクロ的に考察すると、南多摩エリアと北多摩エリアが
「中国・韓国」中心になっているのに対し、西多摩エリアは、外国人の割合は少ない
ものの各市の主な出身国・地域にはバラエティーがみられる。つまり、西多摩エリア
は他エリアに比べ国籍に偏りが少なく、より多国籍の状況にあり、そのためより多言
語、多文化の環境にあることが予想される。	 
	 次に、表 6 で示した外国人数が各市ではどのような割合で位置づけられるかについ
て詳細に説明する。また、表 5 と表 6 を照らし合わせることで、絶対数からだけでは
見えてこなかった点についても述べる。	 
表 6 は、表 5 の情報をもとに各市の総人口数や日本人数を加え、作り直したもので
あり、外国人に関しては 0～19 歳の数も補足している。外国人総数とは別枠で 0 歳か
ら 19 歳までの数（東京都、「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」をもとに、各
市の年齢別資料 0～4歳、5～9歳、10～14 歳、15～19 歳を合算した数）を示すことで、
各市のおおよその年少者層の数が推測できる。	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表 6	 住民基本台帳による多摩地域各市の総人口および外国人人口	 
区分	 
総数	 うち日本人	 うち外国人	 /	 割合	 0-19 歳	 
4,142,500 人	 4,067,867 人	 74,633 人	 1.8%	 9,075 人	 
西	 
多	 
摩	 
青梅市	 135,986人	 134,340 人	 	 1,646 人	 	 1.2%	 	 195 人	 	 
福生市	 58,554 人	 	 55,195 人	 	 3,359 人	 	 5.7%	 	 399 人	 	 
羽村市	 56,244 人	 	 55,011 人	 	 1,233 人	 	 2.1%	 	 180 人	 	 
あきる野市	 81,403 人	 	 80,663 人	 	 740 人	 	 0.9%	 	 66 人	 	 
南	 
多	 
摩	 
八王子市	 563,228 人	 	 552,115 人	 	 11,113 人	 	 1.9%	 	 1,300 人	 
町田市	 428,572 人	 	 423,067 人	 	 5,505 人	 	 1.2%	 	 677 人	 	 
日野市	 183,589 人	 	 180,784 人	 	 2,805 人	 	 1.5%	 	 304 人	 	 
多摩市	 148,293 人	 	 145,891 人	 	 2,402 人	 	 1.6%	 	 302 人	 	 
稲城市	 89,089 人	 	 87,906 人	 	 1,183 人	 	 1.3%	 	 158 人	 	 
北	 
多	 
摩	 
西	 
部	 
立川市	 181,554 人	 	 177,695 人	 	 3,859 人	 	 2.1%	 	 476 人	 	 
昭島市	 112,789 人	 	 110,322 人	 	 2,467 人	 	 2.1%	 	 310 人	 	 
国分寺市	 120,656 人	 	 118,746 人	 	 1,910 人	 	 1.5%	 	 207 人	 	 
国立市	 75,452 人	 	 73,943 人	 	 1,509 人	 	 1.9%	 	 207 人	 	 
東大和市	 85,945 人	 	 84,855 人	 	 1,090 人	 	 1.2%	 	 127 人	 	 
武蔵村山市	 72,238 人	 	 70,811 人	 	 1,427 人	 	 1.9%	 	 198 人	 	 
北	 
多	 
摩	 
南	 
部	 
武蔵野市	 143,964 人	 	 141,147 人	 	 2,817 人	 	 1.9%	 	 289 人	 	 
三鷹市	 185,101 人	 	 181,725 人	 	 3,376 人	 	 1.8%	 	 326 人	 	 
府中市	 258,000 人	 	 253,324 人	 	 4,676 人	 	 1.8%	 	 585 人	 	 
調布市	 229,886 人	 	 225,849 人	 	 4,037 人	 	 1.7%	 	 399 人	 	 
小金井市	 119,359 人	 	 116,980 人	 	 2,379 人	 	 1.9%	 	 264 人	 	 
狛江市	 80,807 人	 	 79,639 人	 	 1,168 人	 	 1.4%	 	 119 人	 	 
北	 
多	 
摩	 
北	 
部	 
小平市	 189,885 人	 	 185,324 人	 	 4,561 人	 	 2.4%	 	 1,097 人	 	 
東村山市	 150,739 人	 	 148,215 人	 	 2,524 人	 	 1.6%	 	 346 人	 	 
清瀬市	 74,510 人	 	 73,374 人	 	 1,136 人	 	 1.5%	 	 148 人	 	 
東久留米市	 116,867 人	 	 115,545 人	 	 1,822 人	 	 1.5%	 	 305 人	 	 
西東京市	 199,790 人	 	 195,901 人	 	 3,889 人	 	 1.9%	 	 490 人	 	 
出典	 東京都（2017 年 1 月）「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」より作成	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 前述のように全国レベルでの外国人割合は 1.8%、都レベルでは 3.8%である。また、
市レベルでは表 6のとおり 1.8%であり、全国レベルの外国人割合と一致している。	 	 
外国人の実数がもっとも多い八王子市では人口の総数（11,113 人）に対する外国人
の割合が 1.9%を占めるのに対し、福生市では、外国人の総数（3,359 人）自体は多い
とは言えないものの、市の総数に対する外国人の割合がもっとも高く、5.7%を占めて
いる（ただし、『福生市と横田基地』によると、横田基地内の外国人数（7,870 人、2015
年現在）は含まれていない）。	 
その一方、同調査（東京都（2017）「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」）を
人口密度の観点からみると、実数がもっとも少ないあきる野市は、人口密度ももっと
も低く（1,1081 人/Km2）、2番目に人口密度が低い市は青梅市（1,316 人/Km2）であり、
次いで 3番目に、八王子市(3,022 人/Km2)がくる。このことから、八王子市では外国人
が散在している傾向があると予測される。	 
最後に、19 歳以下の年少者に焦点を当ててみると、外国人総数に対する割合は約
12％を占めており、各市の実数では八王子市が 1,300 人でもっとも多い。しかしなが
ら、これも市の人口総数からするとおおよそ 11％に留まる。八王子市の次に 19 歳以
下の外国人数が多い小平市の場合は、占める割合が24％ともっとも高い。この点から、
小平市は外国人年少者に関しては、集住の可能性があると考えられる。	 
以上を要約すると、第一に、日本国内の外国人登録者数は全人口の 1.8%を占め、全
国の外国人の 20%は東京都に集住しており、都内の区域ごとでは、区部に約 84％、市
部に約 15％、町村部（郡部と島部）に約 1％未満が居住していることになる。	 
第二に、国籍別にみると、中国、韓国、フィリピン、ベトナム等のアジア系が非常
に多いが、北米のアメリカや南米のペルーも一部居住していることがわかった。	 
第三に、外国人の実数がもっとも多いのは八王子市であるが、総数に対する割合が
もっとも高いのは福生市である。また、19 歳以下の年少者の割合においては小平市が
極めて高く 24％（平均 12％）を占めている。	 
以上を踏まえ、次章節では全国や東京都の小学校学齢期にある外国人児童が置かれ
た状況について概観したうえで、多摩地域に焦点を絞り、外国人児童が在籍する公立
小学校についての調査結果をまとめる。また、全体像から見えてくる「日本語指導が
必要な外国人児童」の存在について述べ、さらに、その存在がどのように位置づけら
れているのかについても検討する。	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2．外国人児童の概況	 
	 日本国憲法第 26 条は「教育を受ける権利と受けさせる義務」について、「すべての
国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利
を有する。すべての国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教
育を受けさせる義務を負う。義務教育はこれを無償とする。」としている。	 
また、教育基本法第 5条には「国民は、その保護する子に、別に法律で定めるとこ
ろにより、普通教育を受けさせる義務を負う。」とある。	 
このように、教育への権利や義務については、いずれも「国民」が主体となってお
り、それゆえ、外国人に対する教育保証は十分とはいえない。	 
しかしながら、国際連合による「児童の権利に関する条約」について、日本政府訳
（外務省）をもとにみてみると、第 28 条で、「締約国は、教育についての児童の権利
を認めるものとし、この権利を漸進的にかつ機会の平等を基礎として達成するため、
特に初等教育を義務的なものとし、すべての者に対して無償のものとする。」として
おり、外国人に対する教育への権利は、憲法より法的地位が低いといわれる国際条約
でのみ認められていることがわかる。	 
同様の内容が国際条約である「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」
の第 13 条においても「初等教育は、義務的なものとし、すべての者に対して無償の
ものとすること。」と明言されている。	 
さらに、文部科学省も上記と同様の立場をとっており、「外国人の子どもの公立義
務教育諸学校への受け入れ」について、以下のように言及している。	 
「外国人の子どもには、我が国の義務教育への就学義務はないが、公立の義務教育
諸学校へ就学を希望する場合には、国際人権規約等も踏まえ、日本人児童生徒と
同様に無償で受け入れ、教科書の無償配付及び就学援助を含め、日本人と同一の
教育を受ける機会を保障。」	 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/042/houkoku/08070301/0
09/005.htm（文部科学省、2018 年 1 月 1日アクセス）	 
要するに、外国人児童は日本の義務教育を受ける義務は負わないものの、教育を受
ける権利は有すると解釈できる。	 
次に、小学校の学齢期にある外国人児童について述べる。	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文部科学省の「学校基本調査（2017 年 8 月現在）」によると、全国の小学校に在籍
する児童数は 6,448,657 人、東京都内は総数の 10％弱の 601,413 人であるという。	 
一方、外国人児童の在籍数は前節で述べたとおり、日本国憲法が外国人の子どもを
義務教育の対象としていないため、その数も正確には把握されていない状況にある。	 
総務省の「在留外国人統計（2016 年末現在）」をもとに、小学校学齢期の外国人数
をおおよその年齢（7～12 歳）で推定してみると、約 75,000 人の外国人児童が全国
に登録されており、東京には約 15,000 人の登録があることになる。	 
ただし、各国の学期制度の違いによる入学時期の遅れ、又は、学習力不足による留
年など様々な要因が関わり、日本の小学校学齢期の年齢とは多少異なる可能性も考慮
する必要があるだろう。	 
他方、文部科学省の同調査（2016）の結果によれば、全国で 49,093 人の外国籍児
童が公立小学校に在籍しており、東京都では 7,521 人が在籍している。また、多摩地
域市部には 1,269 人が在籍している。	 
全国における小学校の学齢期にある外国人児童数の推定値（約 75,000 人）から考
えてみると、約 25,000 人（約 33％）の児童が公立小学校に就学していないことにな
る。私立校、インターナショナル・スクール、民族学校等の公立校以外の機関に所属
している可能性がある一方、統計において情報はないが、不登校の状況にある可能性
もないとはいえない。また、東京都の場合、公立校に在籍のない児童の割合がかなり
高く、約 50％（約 7,500 人）をも占める。	 
同省の「日本語指導が必要な児童生徒の受け入れ状況に関する調査（2016）」は、
日本語指導が必要な外国籍の児童数（小学校）が全国に 22,156 人、東京都に 1,564
人いると報告している。しかし、同調査からは多摩地域における日本語指導が必要な
外国籍の児童数が示されていないため、正確な数はわからない。	 
ただし、多摩地域公立小学校に在籍している外国人児童数が東京都の約 16％程度
（1,269 人）であることから、仮に、日本語指導が必要な外国人児童数を東京都の
1,564 人の 16％程度であるとすると約 260 人となる。この数は、多摩地域公立小学校
に在籍し、かつ、日本語指導を必要とする外国人児童の値だと考えられるのではない
か。	 
	 最後に、多摩地域公立小学校の状況について、各市、学校ごとの在籍数や学校数等
を表 7にまとめる。	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表 7	 多摩地域公立小学校における学校数および在籍人数	 
区分	 
学校数	 在籍総数	 うち外国人	 割合	 構成比	 
427 校	 202,221 人	 1,269 人	 0.6%	 100%	 
西	 
多	 
摩	 
青梅市	 17 校	 6,590 人	 48 人	 0.7%	 3.7%	 
福生市	 7 校	 2,386 人	 52 人	 2.1%	 4.0%	 
羽村市	 7 校	 2,939 人	 47 人	 1.6%	 3.7%	 
あきる野市	 10 校	 4,479 人	 8 人	 0.1%	 0.6%	 
南	 
多	 
摩	 
八王子市	 70 校	 28,160 人	 75 人	 0.2%	 5.9%	 
町田市	 42 校	 22,878 人	 123 人	 0.5%	 9.6%	 
日野市	 17 校	 9,224 人	 57 人	 0.6%	 4.4%	 
多摩市	 17 校	 7,055 人	 45 人	 0.6%	 3.5%	 
稲城市	 12 校	 5,444 人	 38 人	 0.7%	 2.9%	 
北	 
多	 
摩	 
西	 
部	 
立川市	 20 校	 8,549 人	 72 人	 0.8%	 5.6%	 
昭島市	 13 校	 5,469 人	 53 人	 0.9%	 4.1%	 
国分寺市	 10 校	 5,322 人	 24 人	 0.4%	 1.8%	 
国立市	 8 校	 3,092 人	 40 人	 1.2%	 3.1%	 
東大和市	 10 校	 4,486 人	 27 人	 0.6%	 2.1%	 
武蔵村山市	 9 校	 4,558 人	 67 人	 1.4%	 5.2%	 
北	 
多	 
摩	 
南	 
部	 
武蔵野市	 12 校	 5,532 人	 26 人	 0.4%	 2.0%	 
三鷹市	 15 校	 8,459 人	 30 人	 0.3%	 2.3%	 
府中市	 22 校	 13,305 人	 79 人	 0.5%	 6.2%	 
調布市	 20 校	 10.541 人	 68 人	 0.6%	 5.3%	 
小金井市	 9 校	 4,970 人	 33 人	 0.6%	 2.6%	 
狛江市	 6 校	 3,246 人	 7 人	 0.2%	 0.5%	 
北	 
多	 
摩	 
北	 
部	 
小平市	 19 校	 9,246 人	 	 64 人	 0.6%	 5.0%	 
東村山市	 15 校	 7,622 人	 60 人	 0.7%	 4.1%	 
清瀬市	 9 校	 3,771 人	 31 人	 0.8%	 2.4%	 
東久留米市	 13 校	 5,533 人	 42 人	 0.7%	 3.3%	 
西東京市	 18 校	 9,365 人	 60 人	 0.6%	 4.7%	 
出典	 東京都教育委員会（2016）「公立小学校統計調査報告書－学校調査編」より作成	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 前述のように多摩地域には 1,269 人の外国籍児童が公立小学校に在籍している。各
校の在籍人数に関する調査は管見の限りないが（出入国が自由であることや入退学の
時期が固定されていないこと等が理由として考えられる）、外国人総数を全体の学校
数で割った平均値から、427 校の各学校に平均 2.9 人が在籍していると推測できる。
在籍総数に対する割合（0.6%）も極めて低く、多摩地域の公立小学校における外国人
児童の在籍状況は比較的分散の傾向にあると言えよう。なお、日本籍児童の在籍校を
前述の方法で産出すると 1校当たり平均 473.5 人が在籍していることになる。	 
	 現在の在籍総数がもっとも多いのは八王子市、次いで町田市で、それぞれ総数の
10％以上を占める。ただし、外国人児童の数だけを見ると、町田市が八王子市より多
く、その割合は倍近くになる。その一方で、もっとも少ないのは福生市であり、総数
の 1％程度にすぎない。しかし、児童の総数は少ないものの総数に対する外国人児童
の割合は最も高く、約 2％を上回っている。	 
	 西多摩エリアでは羽村市でも外国人児童が総数に占める割合がやや高く、北多摩西
部では、武蔵村山市、国立市が高い傾向にある。反対に、少ない傾向が見られるのは
北多摩南部であり、南多摩および北多摩北部は平均（0.6％）程度のところが多いよ
うである。	 
	 また、外国人数の構成比が高い順は、町田市（9.6%）に次いで、府中市（6.2％）、
八王子市（5.9％）、立川市（5.6％）、調布市（5.3％）、武蔵村山市（5.2％）、小平市
（5.0％）となっている。学校数の多い順序や総数の多い順序、また、総数に対する
割合の高い順序や構成比の割合が高い順序のすべてがそれぞれ異なっていることがわ
かる。	 
	 在籍状況をより詳しく考察する。例えば、外国人の数がもっとも少ないあきる野市
の場合、仮に外国人児童 8人が 10 校に在籍しているとすると、1校当たりの在籍児
童数の平均が 1人に満たなくなってしまう。仮に学校に 1人ずつ外国人児童がいると
しても、全学年合わせた数値であるため、数からみるとマイノリティの立場に置かれ
ていると考えられる。しかし、これは外国人児童が占める割合がもっとも高い福生市
を例にしてみても状況はさほど変わらない。福生市の場合、市内の 7つの小学校に外
国人児童 52 人が在籍している。1校あたり平均 7.4 人在籍していることになる。そ
の数をさらに 6学年で割るとそれぞれの学年に約 1人ということになり、同学年に同
じ立場（外国人児童）の人が必ずしもいるとはかぎらない。	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3．学習支援の概況	 
	 本章節では、多摩地域で行なわれている外国人児童向けの学習支援について検討す
る。ただし、学習支援に関しては序章の「本研究における用語の定義」で述べたとお
り、外国人児童を学習者として、また生活者としての両方の立場において議論を進め
ていく。すなわち、大枠を言語生活支援とし、学習者としての立場における日本語・
学習支援および生活者としての立場を視野に入れた言語・日本語教育サービスをも含
むこととする。具体的には、公共教育の観点、住民支援の観点、国際政策の観点に着
目する。	 
まず、公共教育の観点からは、国レベルの指針で「特別の教育課程」として位置づ
けられている日本語教育について概観する。	 
また、東京都の独自の施策であり、都の認可を受けて各自治体が運営している「日
本語学級（日本語国際学級）」や以前、都が推進校として指定した小平市の「帰国児
童生徒教室」についても検討する。	 
	 次に、住民支援の観点からは、東京都が提供している「日本語教育サービス」や都
の受託機関である東京都国際交流委員会が提供している都内在住外国人支援・国際交
流団体に関する情報、および「日本語支援・学習支援」の内容について説明する。	 
序章で述べたとおり、「日本語教育サービス」は西郡他（2009）に倣い「国や各自
治体から外国人住民に対して行なわれる言語と日本語教育に関する行政的な支援や情
報提供」という定義を前提に情報をまとめていく。	 
	 最後に、国際政策の観点から、都の国際政策の一環として行われている「日本語教
育・適応指導の推進」について多摩地域の状況を中心に検討していく。	 
	 
3.1	 公共教育としての日本語教育	 
	 本節では、行政の施策が中心になって行われる公共教育としての学習支援について
論じる。具体的には、多摩地域における国レベルの施策の状況、都レベルの施策の状
況、そして市レベルの施策の状況を代表的な施策を提示しながらその特徴とともに説
明する。	 
	 なお、国の指針によるものとは、文部科学省が主体となっていることを意味し、都
あるいは市の指針によるものとは、都あるいは市の教育委員会が主体となっているこ
とを意味する。	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3.1.1	 特別の教育課程	 
	 文部科学省は、「特別の教育課程」による日本語指導について、児童生徒が学校生活
を送る上や教科等の授業を理解する上で必要な日本語の指導を、在籍学級の教育課程
の一部の時間に替えて、在籍学級以外の教室で行う教育の形態であり、これは、学校
教育法施行規則第 56 条の 2、第 79 条、第 108 条及び第 132 条の 3に基づき、小学校、
中学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部若しくは中学部において
行われるものであるとしている。	 
また、「児童生徒が日本語を用いて学校生活を営むとともに、学習に取り組むことがで
きるようにすること」や「日本の学校生活や社会生活について必要な知識を学び、日本語
を使って行動する力を身につけること」を目的とするものであるとも言及している。さ
らに、健康・安全・関係づくりなどの観点や、教科や文房具、教室の備品名など、学校生
活で日常的に使う言葉（※「サバイバル日本語」と呼ばれることがある）などについて、
その児童生徒にとって緊急性の高いものから順に指導を行うことを目的とするものである
と補足している。 
	 「特別の教育課程」による日本語指導は 2014 年に導入され、同年から実施が可能に
なっており、2016 年 5 月現在、全国の小学校における同年の実施状況は約 2 割であ
ると同省は報告している。実施してから 4年未満の 2018 年現在、多摩地域のみの実施
状況をまとめた報告は管見の限り存在しておらず、今後の課題として取り上げられる
だろう。	 
他方、各自治体の教育委員会は国レベルの施策にもとづき、各自治体の指針による
「特別の教育課程」の日本語指導を実施している。ただし、まだ全体的に体制の整備
が十分に整っていないのが現状であり、体制が先導的立場にある学校でも必ずしも導
入が進んでいるわけではない。	 
このような体制の不備の問題点などが浮かび上がるのは、施策の導入から施行まで
の期間が短かったことに起因するものと思われる。また、実際の支援が自治体任せに
なっているゆえに、自治体により指導形態や方法が異なっているという現状があり、
将来的に支援の度合いに地域で格差が生じる招く危険性も懸念される。	 
このように、「特別の教育課程」よる日本語指導は、現時点では不安定なところが多
く、不明瞭な点もあるため、今後は体制を整えつつ施策について究明していく必要が
ある。	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3.1.2	 日本語学級	 
	 日本語学級とは、「日本語能力が不十分な帰国児童及び在住外国人児童等のため
に、日本語習得を目的とした授業を行なうために設置された、全ての学年の児童で編
制する学級」である（東京都教育委員会）。2017 年 5 月現在、東京都の調査による
と、区部の場合 15 校に 33 学級（500 人）が、市部には 3校に 6学級（93 人）が設置
されている。	 
このことから、1章 2節で「他方、文部科学省の同調査 2016 年の結果によれば、
全国に 49,093 人の外国籍児童が公立小学校に在籍しており、東京都には 7,521 人が
いる。また、多摩地域市部のみの数は 1,269 人である。」と述べたように、東京都公
立小学校に在籍している外国児童生徒数 7,521 人のうち、現在日本語学級で支援を受
けている児童数は 593 人で、都内の外国人児童 7.8％程度であることがわかる（多摩
地域は 93 人、約 7％）。表 8は多摩地域の日本語学級数および支援を受けている児童
数の内訳である。	 
表 8	 多摩地域の日本語学級数及び児童数	 
設置者	 学校名	 学級数	 児童数	 
福生市	 福生第一小学校	 2 級	 26 名	 
八王子市	 第六小学校（いずみの森小中学校）	 2 級	 30 名	 
武蔵村山市	 第四小学校（村山学園小中一貫校）	 2 級	 27 名	 
計	 3 校	 6 級	 93 名	 
出典	 東京都教育員会（2017）「東京都公立学校一覧」pp.12 より作成	 
	 多摩地域に日本語学級があるのは 26 市中 3市（八王子市、福生市、武蔵村山市）
のみで、区部の 11 区・16 校に 31 学級があるのに比べると極めて少ない。	 
さらに、都による日本語学級設置基準では、新たに日本語学級を設置する場合は、
10 人以上通級することが前提となっており、継続する場合は、1学級 20 人という編
制の方針のため、増設には一定の要件が求められる。都の基準では 4月が設置の時期
となっているが、これには多少問題があるのではないだろうか。理由として、4月は
前年度の卒業生により全体的な在籍数が減少する時期である点、入級を希望する児童
は 4月以降から少しずつ増加していくという点などがあげられる。	 
35 
 
下表は多摩地域に開設されている日本語学級について概要をまとめたものである。	 
表 9	 多摩地域の日本語学級の概要	 
設置者	 福生市	 八王子市	 武蔵村山市	 
教室名	 日本語学級	 日本語国際学級	 日本語学級	 
場所	 福生第一小学校	 第六小学校	 村山学園第四小学校	 
対象	 各市内の小・中学校に在籍する帰国児童・生徒及び外国籍の児童	 
時間数	 児童の状況に応じ通級して週 1～2回（2～4時間）程度	 
設置	 
時期	 
等	 
1993 年（平成 5年）	 
日本語学級設置	 
2001 年（平成 13 年）	 
日本語国際学級設置	 
1994 年（平成 6年）	 
日本語学級設置	 
2011 年（平成 23 年）	 
市内通級開始	 
2006 年（平成 18 年）	 
2 学級になる	 
2011 年（平成 23 年）	 
2 学級になる	 
内容	 初期指導：日本語中心	 /	 初期指導後（中期、後期）：教科学習	 
目的	 日常生活及び学習活動が円滑に営まれること	 
手続き	 在籍校の校長の判断により各市の教育委員会に申請	 	 
期間	 在籍期間は原則 2年間	 
関係国	 中国	 中国	 中国	 
ネパール	 モンゴル	 フィリピン	 
フィリピン	 ネパール	 米国	 
ジャマイカ	 フィリピン	 その他	 
米国	 サウジアラビア	 （ブラジル）	 
ペルー	 米国	 	 
	 ペルー	 
在籍数	 26 人（2017 年）	 51 人（2017 年）	 27 人（2017 年）	 
その他	 ボランティア	 
（英語通訳・翻訳、	 
	 日本語支援員）	 
通学費補助金交付	 小学部（小中一貫校）	 
就学時支援者の派遣	 
日本語巡回指導	 
出典	 福生市立福生第一小学校日本語学級担当者へのインタビュー結果および	 
	 	 	 八王子市立第六小学校日本語学級担当者へのインタビュー結果より作成	 
	 	 	 武蔵村山市教育委員会「日本語学級のしおり」より作成	 
http://www.city.musashimurayama.lg.jp/kurashi/kyouiku/tetsuzuki/1000938.	 
html	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3.1.3	 帰国児童生徒教室	 
小平市帰国児童生徒教室とは、1985 年、小平市立小平第五小学校が東京都の帰国
子女教育の研究推進校として指定を受け、研究がすすめられた際にスタートしたもの
である。その 3年後、東京都の研究推進校の務めを終了し、1988 年より、小平市教
育委員会の事業として運営が始まった（『帰国児童生徒教室の記録』2011、小平市）。	 
	 帰国児童生徒教室では、市内各校に在籍する帰国児童生徒および外国籍児童を対象
とし、日本の風俗習慣をはじめ、文化、伝統、四季折々の行事など教科を横断した学
習および国語、算数を中心とした基礎学力を養う教科学習などが行われているとい
う。このような多岐にわたった学習によって子どもたちは学校生活への適応力を養っ
ているようである。	 
一方、日本語指導講師の派遣による在籍校での個別指導も企画されており、年 10
回程度英会話指導も行われている。	 
表 10	 小平市帰国児童生徒教室の概要	 
設置者	 小平市	 
教室名	 小平市帰国児童生徒教室	 
場所	 小平市立小平第五小学校	 
対象	 小平市内の小・中学校に在籍する帰国児童・生徒及び外国籍の児童	 
日時	 土曜日（年間 25 回程度）,	 午前 9時 30 分～午後 12 時	 
設置時期	 1985 年（昭和 60 年）	 
内容	 日本文化,	 日本語,	 教科学習	 
目的	 日常生活及び学習活動が円滑に営まれること	 
手続き	 見学後,	 在籍校の校長の判断により各市の教育委員会に申請	 
在籍数	 小学生 9人,	 中学生 8人（2016 年 6 月現在）	 
その他	 外国人講師による英会話指導（年 10 回）	 
日本語指導講師の在籍校への派遣による個別指導実施	 
送迎バス（2017 年現在は中止）	 
出典	 『帰国児童生徒教室の記録』および	 
「小平市帰国児童生徒教室」H.P より作成	 
http://www.kodaira.ed.jp/soudan	 /帰国教室/index.htm	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3.2	 住民支援としての日本語教育	 
学習支援は教育の観点からだけでなく、住民に対する支援の一環としても行われて
いる。教育現場では外国人児童を学習者としてとらえ、主に教育関係の行政的支援を
行うのに対し、住民支援の観点では、外国人児童を地域で生活する人、すなわち地域
の一員としてとらえ、住民に対して提供する支援の一つとして行われているとも解釈
できる。	 
住民に対する日本語支援は主体により、行政が自治体の施策として行う行政中心の
日本語教育サービスと行政との連携をもとにあるいは独自運営の民間の在住外国支援
団体とに区別される。	 
次に、2種類の支援形態や担当機関・団体を比較して述べる。	 
	 
3.2.1	 日本語教育サービス	 
	 河原（2004）は、在住外国人において一番不足しているのは情報であり、日本に長
年住んでいても必要な情報が入手できない場合が多いと述べる。ゆえに、日本人と在
住外国人との間に情報の格差が生じ、両者間の不平等が固定化する危険性があると指
摘する。また、情報が入手できない最大の理由が「言語」の問題であることを示すた
め、外国人への情報サービスを「言語サービス」と呼ぶと説明を補足している。	 
	 さらに、西郡他（2009）は、言語サービス、日本語教育サービスが国や自治体等か
ら外国人の住民に対して行われる言語と日本語教育に関する行政的な支援や情報提供
を意味するとし、東京都での日本語教育サービスに関する基礎的調査を行った。この
調査は、日本語教育サービスを受けたい人々に対して、自治体を越えた、まとまった
情報の入手を可能とし、かつ、外国人住民の利用に資するため行われたものである。
また、日本語学習のための教室と講師派遣、個別指導、サロンなどに関する情報の提
供等、日本語教育サービスの実態を網羅的に調査したものであり、日本語教育の支援
の観点から都内の行政を対象とし行われた数少ない試みであると言えよう。	 
	 一方、同調査の結果から多摩地域の全 26 市のうち 18 市で子どもを対象とした日本
語教育サービスが約 25 件程度行われていることが明らかになった（ただし、情報が得
られなかった自治体もあるようである）。このことから、多摩地域における自治体レベ
ルの日本語教育サービス（外国人の子どもを対象）は 7 割程度の市で実施されている
ことがわかる（2007 年 10 月現在）。	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3.2.2	 在住外国人支援	 
	 東京都からの受託事業で運営される東京都国際交流委員会は、外国人に役立つ情報
をウェブ上（（https://www.tokyo-icc.jp/index.html））で公開している。行政との連
携をもとに運営される都内の国際交流協会の情報および民間等による都内の外国人支
援に携わる団体の情報等が公開されており、情報の更新は毎年 10 月頃行われている。	 
	 同委員会が公開している情報によると、子どもを対象とした日本語支援・学習支援
を実施する団体は、多摩地域内 18 市に約 25 ヶ所ある。前節の日本語教育サービスに
関する調査の結果と比較すると同数である。しかし市の内訳と異なっているのは、日
本語教育サービスは行政による支援が、在住外国人支援は主に民間による支援が報告
されているためである。	 
表 11	 東京都内の日本語教育サービスおよび国際交流協会	 
区分	 数	 多摩地域内で実施している市	 
東京都での日本語
教育サービスに関
する基礎的調査
（西郡他,	 2009）	 
18 市	 
青梅市,	 福生市,	 羽村市	 
多摩市	 
立川市,	 昭島市,	 国分寺市,	 東大和市,	 武蔵村山市	 
武蔵野市,	 三鷹市,	 府中市,	 調布市,	 狛江市	 
小平市,	 清瀬市,	 東久留米市,	 西東京市	 
都内の国際交流協
会、在住外国人支
援・交際交流団体	 
（東京都国際交流
委員会,	 2016）	 
18 市	 
福生市	 
八王子市,	 町田市,	 日野市,	 多摩市	 
国分寺市,	 国立市,	 東大和市	 
武蔵野市,	 三鷹市,	 調布市,	 小金井市,	 狛江市	 
小平市,	 東村山市,	 清瀬市,	 東久留米市,	 西東京市	 
	 
3.3	 国際政策としての日本語教育	 
	 東京都は国際政策の一環として「日本語教育、適応指導の推進」等の事業を行って
いる。東京都政策企画局が発行している『東京都区市町村の国際政策の状況』には毎
年、前年度の実績の詳細が報告されている。本稿では、それをもとに多摩地域の 26 市
体制が始まった 2001 年度の実績から 2015 年度の実績まで合わせて 15 年間分の日本
語支援に関する内容を検討していくが、詳細に関しては分析とともに行うため、別章
（第 3章）に譲る。	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第 2章	 調査	 
本研究は、日本語指導が必要な外国人児童を取り巻く学習支援環境を調べるため、
多摩地域公立小学校での公的支援の実態に焦点を当て調査を進めていく。第 1章では、
多摩地域に関する概況について外国人、外国人児童、学習支援の視点から述べた。ま
た、学習支援に関しては公共教育としての日本語教育、住民支援としての日本語教育、
国際政策として日本語教育の 3つの視点を加え各形態による相違点を明らかにした。	 
本章では、予備調査として外国籍の子どもをもつ親に子どもの学校生活や学習全般
について訊いた話の内容を要約する。本調査では、多摩地域での実績を、文献をもと
にまとめたうえで、支援が行われている現場を見学した記録や支援に携わる関係者に
行ったインタビューの結果について述べる。	 
	 
1．予備調査	 
本調査の方向性をつかむため、予備調査として外国籍の子どもをもつ母親を対象に
インタビューを行った。特にこちらから具体的な質問等は行わず、彼らの率直な感想
を傾聴する姿勢でインタビューに臨んだ。外国人として過ごす学校生活全般について、
また言語面から、生活場面や学習場面でどのようなかい離を感じているのか等をフォ
ローアップしながら子どもの様子について話を聞いた。予備的に行った 5 例の児童の
情報を下表に示す。	 
表 12	 公立小学校に在籍経験のある外国人児童の基本情報	 
氏名	 性別	 学年	 在籍校の地域	 来日時期	 母語	 国籍	 
KH	 女	 小 1	 八王子市	 日本生まれ	 韓国語	 韓国	 
KY	 男	 小 2	 東久留米市	 日本生まれ	 韓国語	 韓国	 
KS	 男	 小 3	 東久留米市	 2 歳半頃	 韓国語	 韓国	 
KD	 女	 小 6	 八王子市	 1 歳頃	 韓国語	 韓国	 
AK	 男	 小 4	 渋谷区	 6 歳頃（小 1年）	 英語	 米国	 
表 12 は、日本の公立小学校に在籍中の児童の母親と、以前在籍の経験があった児
童の母親に訊いた話をもとに作ったものである。AK の両親に限りアメリカ国籍であ
るが、ともに母語は韓国語で、その他の児童の父母も全員、韓国語母語話者である。	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韓国語を母語とする児童 4人は、小学校入学前、日本で保育園または幼稚園に通っ
た経験がある。米国籍の児童 1人は、アメリカで小学校 1年の 1学期を終えた時点で
来日し、日本の小学校に 1年生として入学した。また、5名のうち 2名は日本生まれ
日本育ちの環境で過ごしており、他 2名は 1・2歳のころに来日した。現在 3名が公
立小学校に在学しており 2名は母語（韓国語、英語）で学べる学校に転校している。	 
以上を踏まえ、以下に各インタビューの内容を要約する。	 
	 
・KH の親へのインタビュー	 
KH は日本で生まれて日本の幼稚園に 3年間通い、今年小学校に入学した子ども
で、家庭内は全面的に母語（韓国語）使用の環境である。子どもの不適応・低学力な
どの問題については不安をもっていないが、日本人の友達に比べ、概念語や漢字の習
得に遅れがみられ、同年代の子どもに比べ多少幼稚な言葉遣いも観察されるとのこと
である。しかし、幼稚園の担任からは特に問題はないと判断されたという。	 
	 
・KY の親へのインタビュー	 
KY は日本で生まれ育ち、また日本の幼稚園に通い、公立小学校に入学した。ひら
がなすら学習しないまま入学させたが、入学前の面談でロッカーの使用上、自分の名
前くらいは読めた方がいいと言われ、名前だけは覚えさせた。入学してしばらくの
間、文字が読めない・書けないなどの理由で、学習面で若干遅れる傾向がみられた
が、担任の教師からは全然問題ないと言われた。文字が読めるようになると書けるよ
うにもなり、最近は、漢字テストで 100 点を取るなど学習面での困難点は特にないそ
うだ。	 
	 
・KS の親へのインタビュー	 
KS が満 2歳半頃来日し、KS を日本で育てながら、日本の幼稚園に通わせた。言語
面の問題は心配していたほどではなかったが、「話す・聞く・書く・読む」の中で、
書くことには困難をともなった。しかし、日本の小学校での在籍が 1年生の期間のみ
だったこともあり、教科面での難しさはあまり感じなかったようだ。読むのは母語に
おいても得意ではないが、言葉を説明する際には母語の方がスムーズに理解できるよ
うである。	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・KD の親へのインタビュー	 
KD が 1 歳を過ぎた頃来日し、間もなく保育園に入園させた。子どもは比較的早い
時期から日本語に触れていたため、日本の公立小学校に入学させることについて心配
したことはない。家庭内では母語優先という原則に従っているが、学校生活で日本語
能力が不足しているとは感じない。担任の教師は問題ないと評価するが、漢字学習で
の困難や、日本語の語彙量が同年代の日本人の子どもと比べ不足している点は時々感
じている。	 
	 
・AK の親へのインタビュー	 
AK はアメリカで生まれ育ち、小学校 1年の 1学期を終えた時点で来日した。日本
語の文字が全くわからず、会話もできなかったため、再び 1年生として入学した。入
学してからすぐ週 2回程度、在籍学級から離れ、別の教室で日本語を教えてもらっ
た。1年間が経つとある程度の会話ができるようになったためか、それ以上の指導は
要らないと判断された。子どもは外国語の吸収が早いと考え、教科学習も問題ないと
思い込んでいたが、あまりにも楽観的だったと今は後悔しているそうだ。3年生以降
は母語の使える国際学校に転校したが、ことばには多少誤用はあっても、心には所属
意識を感じ、学習意欲が上がるなど肯定的な態度で学校生活に慣れていったようであ
る。	 
	 
以上をまとめると、来日時期によらず日本語が話せる段階では教科学習での問題は
さほど感じていなかったことがわかる。また、親又は本人は漢字や語彙面で日本語能
力が足りないと感じても、学校側からは特に問題はないと言われているケースが目立
つ。	 
また、今回のインタビュー内容では「日本語が話せるから問題ない」といった共通
点がみられたが、問題はないと判断されても残ってしまう日本語運用における不足感
は、そもそも「話せる＝できる」という不適切な考え方から生じるものではないかと
考えられる。	 
筆者は、予備調査を通して、親のもつ子どもに関する情報は担任の教師の指示・意
見に依存する傾向にあったと感じ、より客観性のある情報を求めるため、本調査では
インタビュー対象を子どもの学習指導等に携わっている者へ変更し行うこととした。	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2．本調査	 
本調査は、文献調査とインタビュー調査からなる。文献調査では『東京都区市町村
の国際政策の状況（東京都）』をもとに「日本語教育、適応指導の推進」に関する実績
を考察していく。インタビュー調査は日本語・学習支援に携わる者に現場の声を聴く
方法で進めた。本調査の意義は、文献調査の内容とインタビュー調査で得た実際の状
況を照らし合わせることで、施策の実績として各種報告の文面上に表れている成果と
実際の現場の状況との差異を明らかにすることにある。	 
	 
2.1	 文献調査	 
2.1.1	 文献調査の概要	 
	 文献調査の対象は、都が発行する報告書『東京都区市町村の国際政策の状況』から
「日本語教育、適応指導の推進」に関連する部分を抜粋したものとする。具体的には、
現在の多摩地域の行政区分が取り入れられ始めた 2001 年度の実績から、最直近の報告
である 2015 年度の実績までを調査対象の範囲とする。つまり、文献調査は多摩地域全
26 市の各 15 年間分の報告をもとにその実績を考察するものである。	 
調査開始前に 15 年間分の報告を表にまとめるための規則を定め、それに沿って整理
を行った。以下に文献調査をまとめる際に用いた規則を提示する。	 
	 ①	 多摩地域のエリア区分は東京都総務局行政部により、各市の順番は総務省地方公
共団体コードによる。	 
	 ②	 子どもを対象とする事業の選定においては「事業名」及び「対象」を判断の根拠	 
とし、子どもに特定されていないものは抽出の対象としない。	 
③	 実績の内容にもとづき、支援内容は「日本語」、「教科」、「生活」、「通/翻訳」の 4
項目に分類する（「通/翻訳」は通訳と翻訳のいずれかに当該する場合も含む）。	 
④	 実績の内容にもとづき、支援形態は「個別型」、「教室型」の 2 項目に分類する。	 
	 「個別型」は、主に指導者が在籍校に訪問し個別に支援を行うことを意味する。	 
	 「教室型」は、教室形式での支援を指し、学習者数は問わない。	 
⑤	 15 年間支援の内容や形態に変化がなく、かつ都の指針と関係があるものは別枠	 
を設け表の最後の段落にまとめ、各市の実績欄には表示しない。	 
以上 5 項目の内容に沿ってまとめたものの一部や対象文献の一部を次項で提示する。	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2.1.2	 対象文献	 
	 文献調査で用いるものは、『東京都区市町村の国際政策の状況』（東京都）である。
この報告書は様々な分野の政策状況をまとめているが、本稿では「日本語指導、適応
指導の推進」に着目して検討していく。以下に文献の例と調査表の例を示す。	 
表 13	 文献調査の調査表の例	 
2015
年度	 
事業名	 対象	 
内容・実績	 
八	 
王	 
子	 
市	 
A	 外国籍等児童生徒	 
就学支援者の派遣	 
来日して間もない市内公立小・中学校在籍の児童・
生徒	 
日本語によるコミュニケーションが難しい外国籍等児童・生徒に対し
て,	 母国語に堪能な指導員を派遣し,	 教育指導の充実を図る。	 
B	 日本語巡回指導員	 
派遣事業	 
市立小・中学校に在籍する児童・生徒のうち,	 個
別に日本語指導を必要とする帰国児童・生徒（海
外帰国児童・生徒及び中国引揚児童・生徒）及び在
日外国人児童・生徒	 
八王子市立小・中学校に在籍する児童・生徒のうち,	 日本語の理解が不
十分で学校生活や学習活動に適応することが困難な児童・生徒を対象と
して、初期の日本語指導を行うために日本語巡回指導員を派遣する。	 
C	 日本語国際学級	 市内の小・中学校に在籍する帰国児童・生徒及
び外国籍の児童	 
日本語を中心とした初期指導および初期指導後の教科学習等を行う。	 
出典	 『東京都区市町村の国際政策の状況』（東京都、2016）より作成	 
表 14	 文献調査の分析の例	 
2015 年度	 
実績	 
事	 
業	 
支援内容	 支援形態	 備	 
考	 日本語	 教科	 生活	 通/翻訳	 個別型	 教室型	 
南多摩	 
八王子市	 
A	 ―	 ―	 ―	 ○	 ○	 ―	 	 
B	 ○	 ―	 ○	 ―	 ○	 ―	 	 
C	 ○	 ○	 ―	 ―	 ―	 ○	 	 
出典	 『東京都区市町村の国際政策の状況』（東京都、2016）より作成	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 表 13 は調査対象の文献の一部である八王子市を例として引用したものである。表
13 には八王子市による 2015 年度の実績が示されている。1年間に行われた事業は計 3
つ（A、B、C の表記は筆者による）で、事業名は「外国籍等児童生徒就学支援者の派
遣」、「日本語巡回指導員派遣事業」、「日本語国際学級」である。	 
いずれも対象の基本条件を「市内公立小・中学校在籍」としている。また、国籍を
外国籍のみに制限しているのは事業 Aのみである。一方、事業 B、Cは外国籍および帰
国生を含むため日本籍も対象となっている。また、事業名からも推測できるように、A
と Bは、派遣・巡回等の個別型で、Cは学級という教室型で支援が行われている。	 
支援の内容に焦点を当ててみると、事業 A は日本語によるコミュニケーションが難
しい児童に、通訳の指導員を派遣する形をとっている。事業 B は、日本語の理解が不
十分で学校生活や学習活動に適応することが困難な児童に、初期の日本語指導を行い、
学校生活に慣れることを目標としている。事業 C は、都の独自の施策で、市の教育委
員会を中心に運営されており「日本語、教科、生活、通/翻訳」支援を全般的に行う。	 
	 表 14 は表 13 をもとにまとめたものである。事業名と対象、実績の内容に基づき、
支援内容および支援形態の項目を設け、さらに下位分類の項目を設けた。	 
具体的には、各事業の内容により支援内容の項目を初期段階として行われる「日本
語」支援、学校での学習活動を支える「教科」支援、学校生活を含む日常生活に適応
させるための「生活」支援、母語（母国語）で対応する「通/翻訳」支援の 4つの下位
分類を設けた。また、支援の形態、支援内容を形式面からみて、支援が個別に行われ
るものは「個別型」、通級等で教室に通う形式で行われるものは「教室型」に分類した。	 
多摩地域の一例として八王子市の状況をみると、八王子市では 3 つの異なる事業が
行われており、外国人児童を対象とした支援の内容が充実していると言える。例えば、
国籍を外国籍に限定せず、帰国児童あるいは日本に帰化した児童にも支援が届くよう
にしている。また、日本語が全く話せない児童には、母語での対応に取り組んでおり、
初期段階の日本語指導は在籍校でも、センター校方式（拠点とする学校を設置するこ
と）で設置している日本語学級に通級しながら受けることも可能としている。さらに、
市の活動を全体的にみると、支援内容の全項目が行われていることがわかる。	 
つまり、八王子市では市内公立小校に在籍している外国人児童を対象にした 3 つの
施策があり、それぞれの活動を全体的にみると、「日本語」、「教科」、「生活」、「通/翻
訳」の全般において、「個別型」又は「教室型」の支援が行われているのである。	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2.2	 インタビュー調査	 
2.2.1	 インタビュー調査の概要	 
	 インタビュー調査の対象地域は、多摩地域で外国人数がもっとも多い八王子市、ま
たその割合がもっとも高い福生市、そして東京都主宰の「在住外国人支援のための合
同連絡会議」の 10 ブロック（北多摩北部エリア）の全市（小平市、東村山市、清瀬市、
東久留米市、西東京市）とする。ただし、区部の状況も参考にするため、新宿区につ
いても一部に限り調査を行った。	 
調査開始の前に、各機関・団体で行われている実際の支援の様子（授業）を見学す
るため、またインタビューに協力してもらうため、事前に調査依頼書を送付した。許
可が得られた機関・団体には、本研究の目的や概要の資料、見学やインタビューへの
同意書を送り、質問項目の情報も資料として送付した。	 
調査当日は、見学や聞き取り調査への同意を再度確認したうえで、同意書に協力者
情報（①氏名、②性別、③年齢、④所属機関、⑤日本語指導経験の有無と指導期間を
記入してもらい、最終的に本研究の調査に協力する旨の同意書にサインを求めること
で、研究倫理に則った。	 
インタビュー調査の期間は 2017 年 6 月～2017 年 12 月までで、7市 11 機関・団体を
対象とし（見学は 9機関・団体のみ）、計 25 名（ただし、1名に関しては、過去の経験
をもとにインタビュー調査のみ行ったため、以前所属していた機関・団体は見学の対
象とせず、数としても数えない）にインタビューを行った。	 
見学時間や形態等は状況によって様々である。30 分程度授業の一部を見学したとこ
ろもあれば、授業の最初から最後まで参加したところもある。見学時は、教室後方か
らの観察、または教室内を歩き回りながら直接学習の様子を観察した。時には、一緒
に授業に参加し、ボランティアの活動を助けるなど、様々な形で参加させてもらった。
また、見学は支援が行われる各教室や、インタビュー対象の各機関・団体の主な活動
場所で行った。ただし、機関・団体が事務所を持たない場合（支援の活動場所が主に
小学校内であり、メンバー間の諸連絡は主にオンライン（メール）で行っているため
事務所を設置していないという機関・団体があった）には機関・団体が所属する管轄
の市役所で行うこととした。	 
インタビューの時間は基本的に 1時間前後であるがとくに上限等は設けておらず、
授業と重なり時間が取りにくい場合は 2回に分けて行うこととした（2回以上の場合
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は、録音時間を合わせて記録した）。インタビューの内容は全て録音し、協力者が自
由に録音を中止・停止することを可能とした。ただし、協力者の意向により、全面中
止、一時停止することも可能としたため、その場合は録音せず話を聴くのみとした。	 
インタビューでは構造化法を用い、質問項目は以下のように設けた。	 
①	 外国人児童における日本語学習面の状況と全般的な学習内容	 
②	 外国人児童が受けている（受けた）公的支援の内容（メリット・デメリット）	 
③	 日本語指導（又は運営）をするようになった動機や指導（運営）時の困難点	 
なお、インタビュー調査は基本的に筆者と協力者 1：1の形式で行ったが、複数人が
同時に同席し、インタビュー調査に参加した場合、本稿では、主な話者を「協力
者」、同席者を「参加者」として扱っている。また、個人名が特定されないよう仮名
を使用した。以上の内容を踏まえ、調査の概要を表 15、16、17 に示す。	 
表 15	 調査対象の機関・団体名と教室名	 
地域	 機関・団体名	 教室名	 
福生市	 ①	 福生市立福生第一小学校	 日本語学級	 
②	 
青少年自立援助センター	 
-YSC グローバルスクール-	 
初級クラス	 
学習支援クラス	 
八王子市	 ③	 八王子市立第六小学校	 日本語国際学級	 
④	 八王子国際協会	 八王子駅前学習教室	 
小平市	 ⑤	 小平市立小平第五小学校	 帰国児童生徒教室	 
⑥	 小平市国際交流協会	 子ども日本語教室	 
東村山市	 ⑦	 青少年教育機構（東村山）	 子ども日本語教室	 
清瀬市	 ⑧	 清瀬国際交流会	 日本語教室子どもクラス	 
東久留米市	 ⑨	 東久留米国際友好クラブ	 日本語教室子どもクラス	 
⑩	 
虹のひろば	 
-外国につながる子どもサポートの会-	 
西東京市	 ⑪	 西東京市多文化共生センター	 子ども日本語教室	 
新宿区注3	 ⑫	 新宿区立大久保小学校	 	 日本語国際学級	 
注 3）在職時の経験をもとにインタビュー調査を行ったが、便宜上「⑫」を付ける。	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 上記の表 15 に用いた①から⑫はいずれも、各機関・団体を区別する目的で表記した
ものである。	 
	 ②に関しては、形態の異なる 2 つの教室があるが、クラスごとではなく機関・団体
として代表的に扱うこととする。また⑩の場合、支援が複数の学校で行われているた
め、機関・団体名と教室名を区別せず記入したが、機関・団体としては 1 つとして表
記した。	 
	 次に、表 16 について説明を加える。	 
表 16 は、調査概要（調査日、調査時間、調査場所、調査方法）の内容を示したも
のである。	 
先述のとおり、インタビュー調査の対象機関・団体は計 11 で、全体的な調査期間
は 2017 年 6 月から 2017 年 12 月までである。約半年の期間に 22 回にわたって調査を
行ったが、それぞれ見学の日程やインタビュー調査の日程が異なる。見学日とインタ
ビュー調査日が同日の場合も、別々に実施した場合もある。	 
なお、インタビューに調査に関しては、同日に関係者全員から話を聞いた機関・団
体もあれば、異なる日程で対応してもらった機関・団体もある（インタビューに拒否
を示したケースはない）。	 
ただし、見学日には一定の傾向があり、主に水曜日に集中している。その理由は、
小学校の授業が早めに終わる水曜日に教室型の授業を開いている機関・団体が多いた
めである。	 
その一方で、見学ができなかったところも数カ所ある。事情は機関・団体によって
それぞれ異なり、そもそも外部からの見学等を受け入れていないところもあれば、教
室又は支援の様子は公開しているものの日程の調整が困難で機会が得られなかったと
ころもあった。	 
	 インタビュー調査におけるより細かい情報は表 16 に示す。インタビューを実施し
た日を基準に整理したもので、実際に録音した時間もあわせて記録した。協力者は個
人名や所属等が特定されないようにアルファベット表記にしている（なお、実名の頭
文字と一致するものではない）。	 
	 また、インタビューの途中、休憩時間等で録音を中止せざるを得なかった場合、同
日に再開できたものに関しては回数を 2回と表記し、録音時間は合わせることとし
た。	 
48 
 
表 16	 本調査の日時および場所	 
機関・	 
団体名	 
調査日	 
（年/月/日）	 
調査時刻	 
（時：分～時：分）	 
調査	 
場所	 
調査	 
方法	 
①	 2017/07/06	 09:00～15:30	 教室	 見学	 
事務室	 インタビュー	 
②	 2017/06/22	 14:00～17:30	 教室	 見学	 
2017/06/23	 15:30～17:00	 事務室	 インタビュー	 
③	 2017/12/21	 09:30～10:00	 教室	 見学	 
2017/12/22	 11:30～12:00	 事務室	 インタビュー	 
④	 2017/11/27	 16:00～17:30	 教室	 見学	 
2017/12/11	 14:30～16:00	 事務室	 インタビュー	 
⑤	 2017/09/16	 11:00～12:30	 教室	 見学	 
事務室	 インタビュー	 
⑥	 2017/08/02	 15:00～17:30	 教室	 見学	 
事務室	 インタビュー	 
⑦	 2017/08/30	 10:30～12:00	 教室	 見学	 
2017/09/06	 15:00～17:00	 事務室	 インタビュー	 
⑧	 2017/07/27	 10:00～12:00	 教室	 見学	 
2017/08/30	 15:30～16:00	 市管轄施設	 インタビュー	 
2017/09/27	 16:00～17:30	 	 	 
⑨	 2017/06/07	 15:00～17:30	 教室	 見学	 
2017/06/28	 14:00～15:00	 市役所	 インタビュー	 
2017/07/07	 12:00～13:00	 	 	 
2017/07/26	 14:00～15:00	 	 	 
2017/09/25	 10:00～11:30	 	 	 
⑩	 2017/07/24	 11:00～12:00	 市役所	 インタビュー	 
⑪	 2017/07/07	 11:00～12:00	 事務室	 インタビュー	 
⑫	 2017/09/29	 12:30～15:00	 市管轄施設注4	 インタビュー	 
注 4）「⑫」は協力者の以前の職場に関するインタビューであるが実施場所と関係はない。	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表 17	 インタビュー調査の日時および協力者名	 
NO	 
インタビュー実施日	 
（年/月/日）	 
インタビュー時間	 
（時間:分:秒）	 
協力者	 
（仮名）	 
備考	 
1	 2017/06/22	 1：31：14	 F.P	 	 
2	 2017/06/22	 0：29：18	 G.S	 	 
3	 2017/06/28	 0：58：57	 T.S	 参加者注52 名	 
4	 2017/07/06	 0：50：20	 A.K	 	 
5	 2017/07/06	 0：37：42	 B.M	 	 
6	 2017/07/06	 0：19：51	 C.U	 	 
7	 2017/07/06	 0：11：45	 D.H	 	 
8	 2017/07/06	 0：15：36	 E.H	 	 
9	 2017/07/07	 0：46：17	 U.A	 	 
10	 2017/07/07	 0：34：32	 X.I	 参加者 1名	 
11	 2017/07/24	 1：00：45	 W.M	 	 
12	 2017/07/26	 0：43：06	 V.S	 	 
13	 2017/07/26	 0：48：14	 S.A	 	 
14	 2017/07/27	 1：39：52	 P.I	 	 
15	 2017/08/02	 0：55：35	 L.N	 	 
16	 2017/08/02	 0：41：28	 M.K	 	 
17	 2017/08/30	 1：11：51	 N.S	 	 
18	 2017/08/30	 0：27：11	 Q.O	 	 
19	 2017/09/06	 0：24：53	 O.N	 	 
20	 2017/09/16	 0：53：46	 K.I	 	 
21	 2017/09/25	 1：11：43	 R.T	 	 
22	 2017/09/29	 1：45：22	 Y.Y	 	 
23	 2017/12/11	 1：07：35	 J.H	 	 
24	 2017/12/21	 0：46：57	 I.T	 	 	 
25	 2017/12/22	 0：43：21	 H.S	 参加者 1名	 
注5）「参加者」は調査時に協力者とは異なる人物からの発言があった場合記している。	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2.2.2	 協力者	 
下表にインタビュー調査の協力者の基本情報を示す。詳細は第 3章で述べる。	 
表 18	 インタビュー調査の協力者の基本情報	 
所属	 仮名	 性別	 年齢	 日本語指導歴	 担当	 
A	 A.K	 女性	 60 代	 5 年	 指導	 元小学校援員、支援員注6	 
B	 B.M	 女性	 30 代	 1 年半	 指導	 小学校教員	 
C	 C.U	 女性	 30 代	 3 ヶ月	 指導	 小学校教員	 
D	 D.H	 男性	 20 代	 3 ヶ月	 指導	 小学校教員	 
E	 E.H	 女性	 無回答	 13 年	 指導	 通訳・翻訳員、支援員	 
F	 F.P	 女性	 50 代	 10 年	 運営	 職員	 
G	 G.S	 女性	 30 代	 7 年	 指導	 日本語教師、職員注7	 
H	 H.S	 女性	 60 代	 13 年	 指導	 小学校教員	 
I	 I.T	 女性	 30 代	 4 年	 指導	 小学校教員	 
J	 J.H	 女性	 無回答	 無回答	 運営	 職員	 
K	 K.I	 女性	 無回答	 無回答	 運営	 元小学校教員、職員	 
L	 L.N	 女性	 40 代	 2 年	 運営	 職員	 
M	 M.K	 女性	 20 代	 1 年半	 指導	 日本語教師、支援員	 
N	 N.S	 女性	 50 代	 3 年半	 運営	 職員	 
O	 O.N	 女性	 無回答	 無回答	 指導	 日本語教師、支援員	 
P	 P.I	 男性	 50 代	 20 年	 運営	 支援員	 
Q	 Q.O	 女性	 60 代	 18 年	 指導	 支援員	 
R	 R.T	 女性	 50 代	 14 年	 指導	 支援員	 
S	 S.A	 男性	 60 代	 10 年	 指導	 日本語教師、支援員	 
T	 T.S	 女性	 60 代	 40 年	 指導	 日本語教師、支援員	 
U	 U.A	 女性	 70 代	 10 年	 指導	 元小学校教員、支援員	 
V	 V.S	 女性	 60 代	 1 年半	 指導	 支援員	 
W	 W.M	 女性	 無回答	 22 年	 指導	 日本語教師、支援員	 
X	 X.I	 女性	 60 代	 12 年	 指導	 職員	 
Y	 Y.Y	 男性	 60 代	 20 年	 指導	 元小学校教員	 
注 6）本稿において、「支援員」はボランティアを指し無償である。	 
注 7）また、「職員」は指導・運営を担当する人を指し有償である。	 
51 
 
第 3章	 分析	 
第 2 章では予備調査と本調査の概要や調査結果の一部を述べた。本章では、文献調
査とインタビュー調査からなる本調査の結果について細かく分析を行う。	 
まず、文献調査の結果の分析では、国際政策として行われている日本語教育の支援
状況について年度や各市による実績を中心に述べる。また、支援内容や支援形態に焦
点を絞り、各市における過去 15 年間の時系列的な変化を追跡しながらそれぞれの相違
点等を探る。	 
インタビュー調査の結果の分析では、調査実施機関・団体に関する分析や機関・団
体間の連携に関する分析、各機関・団体で行われている支援形態に関する分析、支援
を受けている児童の全般に関する分析、そして支援に携わる指導者に関する分析等を
行う。さらに、インタビュー調査の結果をもとに調査概要で述べた 3 項目の質問の答
えについて確認していく。	 
	 最後に、文献調査の結果やインタビュー調査の結果を照らし合わせ、実績の状況と
現場の状況の共通点や相違点、有効性や問題点を明らかにし、両調査結果から得られ
た視点をまとめる。なお、まとめた視点についての考察は第 4章で後述する。	 
	 
1．文献調査の結果	 
1.1	 支援内容	 
	 支援内容は、調査対象の文献『東京都区市町村の国際政策の状況』（東京都）で報告
されている「日本語指導、適応指導の推進」実績のうち、対象の焦点を外国人児童に
絞ったものを抜き出し、事業名や対象、実績の内容をもとにその内容を 4 つの項目に
分類したものである。ただし、1 つの事業に実績として複数の内容が記されている場
合は複数の実績としてとらえ、支援内容も複数として数えることとした。	 
	 対象の文献によると、2001 年度から 2015 年度まで多摩地域における「日本語指導、
適応指導の推進」の実績（外国人児童対象）は 431 件である。ただし、過去 15 年間継
続的に行われている「日本語学級」及び「帰国児童生徒教室」に関しては情報の有無
が各年度や管轄の自治体によって異なっているため、本稿では別の項目を設け単独で
扱う。つまり、当該市の実績に入れずに、他項目を作り実績を独立して提示する。こ
の点については、各市による実績を年度別に整理した参考資料 1B を参照されたい。	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1.1.1	 年度別実績	 
ここでは 15 年間における実績数を 4項目の支援内容に分類したものを示す。	 
「日本語」は日本語学習を中心に支援が行われた場合、「教科」は学校の勉強を補充
することが目的である場合、「生活」は日常・学校生活への適応を図った場合、「通/翻
訳」は主に通訳・翻訳形式の支援が行われた場合とする。	 
表 19	 支援内容別実績件数	 
区分	 支援内容	 計
（件）	 
日本語	 
学級	 
帰国児童	 
生徒教室	 年度	 日本語	 教科	 生活	 通/翻訳	 
2001	 18	 4	 11	 5	 38	 6	 1	 
2002	 18	 3	 10	 6	 37	 6	 1	 
2003	 17	 3	 10	 4	 34	 6	 1	 
2004	 18	 3	 10	 4	 35	 6	 1	 
2005	 18	 3	 10	 6	 37	 6	 1	 
2006	 21	 4	 8	 6	 38	 6	 1	 
2007	 23	 4	 8	 7	 41	 6	 1	 
2008	 21	 5	 6	 8	 40	 6	 1	 
2009	 23	 6	 5	 8	 42	 6	 1	 
2010	 23	 7	 5	 8	 42	 6	 1	 
2011	 23	 6	 5	 8	 42	 6	 1	 
2012	 21	 9	 4	 9	 46	 6	 1	 
2013	 19	 7	 3	 8	 39	 6	 1	 
2014	 21	 10	 3	 8	 45	 6	 1	 
2015	 19	 10	 2	 6	 40	 6	 1	 
計
（件）	 
302	 84	 100	 101	 587	 
（単位：学級）	 
51%	 14%	 17%	 17%	 100%	 
出典	 『東京都区市町村の国際政策の状況』（東京都）より作成	 
	 表 19 のように、国際政策として行われた日本語教育における実績は全 587 件であ
る。ただし、15 年間一貫して行われている「日本語学級」及び「帰国児童生徒教室」
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は総数に含まない。なお、上記の結果は多摩地域における実績を全部合わせた数であ
るが、本調査では外国人児童に対象を絞り、データ抽出作業を行ったため、東京都が
報告している数（成人を含む）と一致しない場合がある。	 
	 まず、各年度における全体数（4項目の合計）に大きな差はなく変化も目立たないこ
とがわかった。つぎに、各支援内容に焦点を当てると、日本語支援や通/翻訳支援は全
体数の傾向と同様にこの 15 年間大きく変わっていない。しかし、教科支援と生活支援
は急激な変化は見当たらないものの徐々に増加または減少傾向が見られる。	 
また、図 8をみると、2008 年度までは教科支援より生活支援の数が多い傾向にあっ
たが、2009 年度からは逆転し教科支援は増加、生活支援は減少が始まり、両支援の間
に以前とは逆傾向が生じていることがわかる。	 
	 
	 
図 8	 各年度における支援内容別実績数	 
	 その一方、実績がもっとも多いのは日本語支援であり、その割合はどの年度におい
ても全体の 50％程度を占めている。2007 年度、2009 年度、および 2010 年度の実績数
は 23 件となっており支援数がもっとも多い。また、支援開始年度の 2001 年度当時は
教科支援の数がもっとも少なかったが、2015 年度時点では、生活支援がもっとも少な
くなっている。なお、通/翻訳の支援数は特に変化が見られず一定数を維持している。	 
	 以上、全体数にはあまり変化が見られないものの教科支援は増加傾向、生活支援は
減少傾向にあることや全体的に日本語支援に重点が置かれていることが明らかになっ
た。	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年度
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年度
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年度
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年度
2008
年度
2009
年度
2010
年度
2011
年度
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年度
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年度
2014
年度
2015
年度
日本語 18 18 17 18 18 21 23 21 23 23 22 21 19 21 19
教科 4 3 3 3 3 4 4 5 6 6 7 9 7 10 10
生活 11 10 10 10 10 8 8 6 5 5 5 4 3 3 2
通/翻訳 5 6 4 4 6 6 7 8 8 8 8 9 8 8 6
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1.1.2	 内容別実績	 
	 ここでは、多摩地域における 15 年間の実績を支援内容別に分析した結果を述べる。	 
まず、26 市のうち 2市（稲城市、武蔵村山市）の実績は本調査では見当たらなかっ
たため分析の対象外とする。稲城市は、「外国人のための日本語教室」を開催している
が、参加要件を概ね 15 歳以上としている。つまり、小学生の子どもは教室に参加する
要件を満たさない。そのため、本調査では稲城市での実績は無いこととする。一方、
武蔵村山市は、そもそも日本語教育に関する実績が一切報告されていない。ただし、
市内公立学校に在籍する外国人児童・生徒であれば一定の手続きを経た後「日本語学
級」に参加することが可能となっている。「日本語学級」は東京都の指針による施策で
あり学校教育の一環として行われているため、多かれ少なかれ 4項目の支援（日本語、
教科、生活、通/翻訳）に対応していると考えられる。	 
	 
1.1.2.1	 日本語支援	 
全体の半数以上を占める日本語支援は 1 市（日野市）以外、全ての市から実績が報
告されている。日本語支援の実績がない日野市は、2002 年度から 2015 年度まで通/翻
訳支援のみの体制をとっている。外国語が話せる臨時職員を学校に派遣し、学校と家
庭との連絡ができるように、また児童が日本の基本的な生活習慣を理解できるように
支援を行っている。このように日野市は主に通/翻訳支援を行っているため、本調査で
は日本語支援の実績はなしとし、本節でも対象から除いた。	 
表 20	 日本語支援の実績状況	 
区分	 地域	 
継続支援	 
(2001～2015 年度)	 
福生市,	 多摩市,	 武蔵野市,	 府中市,	 清瀬市,	 
羽村市,	 三鷹市,	 調布市,	 西東京市	 
現在支援有り	 
(2015 年度)	 
あきる野市,	 国分寺市,	 東村山市,	 東久留米市,	 
八王子市,	 町田市,	 小平市	 	 
現在支援無し	 
(2015 年度）	 
青梅市,	 立川市,	 小金井市,	 狛江市,	 
昭島市,	 国立市,	 東大和市	 
支援無し	 稲城市,	 武蔵村山市,	 日野市	 
出典	 『東京都区市町村の国際政策の状況』（東京都）より作成	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 15 年間日本語支援が継続されているのは 23 市のうち 9市である。福生市、多摩市、
武蔵野市、府中市、清瀬市は 15 年間支援の様子にほぼ変化がみられない。羽村市、三
鷹市、調布市、西東京市はわずかな変化はあるものの日本語支援は毎年継続されてい
る。	 
羽村市は 2001 年度から 2011 年度まで日本語支援を中心に派遣事業や教室事業を行
っていたが、2012 年度から通訳員を派遣する事業に変わり日本語支援は教室事業のみ
となった。つまり、日本語支援の事業数に変化が生じたと言える。	 
西東京市は 2007 年度まで 2つの異なる事業が行われていたが、教室事業の場合、参
加する児童・生徒がいなくなったため 2008 年度から休室となり事業が中止された。	 
三鷹市は 2012 年度をもって「中国帰国児童・生徒教育」事業を廃止し日本語支援事
業に一元化したため、2015 年度現在、1つの事業のみが実施されている。	 
調布市は各年度によって実施した事業の種類が異なっており、事業の実施状況に多
少の変化がみられる。たとえば、2005 年度までは主に帰国子女や外国籍児童・生徒が
支援対象となっていたが、2006 年度からは在住外国人の子どもや市内学校に在籍する
日本語指導が必要な児童に対象が変わり、対象の範囲が広がっている。また、一時期
のみではあるが、教育委員会からの受託事業として日本語教室を開催した報告もされ
ている。	 
つぎに、2015 年度現在の状況を中心に実績の有無をみると、実績が報告されている
のは、あきる野市、国分寺市、東村山市、東久留米市、八王子市、町田市、小平市の 7
市であり、報告がないのは、青梅市、立川市、昭島市、国立市、東大和市、小金井市、
狛江市である。	 
まず、2015 年度現在、実績の報告がある自治体からみると国分寺市は 2004 年度か
ら、東久留米市は 2007 年度から、あきる野市は 2009 年度から、東村山市は 2013 年度
から、日本語支援事業が始まっている。	 
国分寺市は 2013 年度まで「外国籍等の児童・生徒に対する日本語指導」事業として
日本語使用に著しい困難を有する児童・生徒を対象にして日本語支援を行っていたが、
2014 年度からは外国にルーツのある児童・生徒を対象に「外国にルーツのある児童・
生徒への日本語・学習支援」事業を開始した。実施の主体は国分寺市国際協会で事業
開始以来 2015 年度現在まで 2年間続いている。このことから、国分寺市は日本語支援
事業数が増加したことがわかる。	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他方、小平市は「帰国児童生徒教育の推進」事業を 2012 年度まで続けてきた。しか
し、2013 年度には子どもを対象とした実績は報告されておらず、翌年から小平市国際
交流会を主体とした「子ども日本語・学習支援」事業が新たに現れ 2015 年現在まで 2
年間継続している。	 
小平市の他、途中で施策が変わった自治体として八王子市と町田市の 2 市がある。
八王子市は、2001 年度に「外国人児童・生徒、帰国児童・生徒の日本語巡回指導」事
業が日本語に不自由している外国人児童・生徒、帰国児童・生徒を対象として始まっ
たが、2年後の 2003 年度から 2年間は実施の報告がされていない。事業が再開したの
は 2005 年度であるが、日本語支援ではなく通/翻訳の支援の形態に変わっている。し
かし、翌年「日本語巡回指導員・補助者派遣」事業が始まっており、既存の巡回指導
に補助者を同行させる点が新しく追加された。ただし、2005 年度に始まった通/翻訳
支援は変わらず継続している。	 
町田市は、2015 年度現在の実績がある市でもっとも複雑な経緯を有している。2001
年度の時点では、学校教育部指導課教育研究所が実施主体となって、26 市では唯一「日
本語」、「教科」、「生活」、「通/翻訳」の全ての支援が行われていたが、翌年からの 4年
間は実績の報告がされておらず、2005 年度は通/翻訳支援に関する情報しか報告がな
い。日本語支援が再開されたのは八王子市と同様の 2006 年度であり、当時市内の小中
学校に在籍する外国籍児童・生徒・帰国子女を対象とし「外国籍児童・生徒・帰国子
女支援	 子ども教室」事業が日本語や教科学習を中心に始められたが日本語に関する支
援は 2 年間で終わり、2008 年度から 2014 年度までは教科学習に重点をおいた支援が
行われていた。そして 2015 年度には新たに日常の日本語使用が困難な児童・生徒を対
象に個別指導をする事業を開始したと報告されている。	 
2015 年度現在、実績の報告がない自治体は青梅市、立川市、昭島市、国立市、東大
和市、小金井市、狛江市の 7市である。	 
その中で、東大和市は2001年度から2014年度まで日本語支援に関する実績があり、
2015 年度にはない。過去 14 年の報告では日本語指導を必要とする児童・生徒に対し、
日本語指導および適応指導を行うため、委託業者による指導員を配置したという。	 
東大和市と同様に 2015 年度の実績はないが 2014 年度以前の数年間実績があった市
に昭島市と国立市がある。この 2 市はそれぞれ 2014 年度まで過去 8 年間分と 7 年間
分、日本語支援の実施報告をしている。昭島市は在住外国人児童を対象とし児童が理
57 
 
解できる言語に対応しながら日本語指導を行ったと報告している。また、国立市は「外
国籍及び海外帰国児童・生徒支援」事業として日本語の理解が不十分な児童のために
初期指導を行う指導員を学校に派遣していた。しかし 2015 年度からは支援対象が在住
外国人児童に変化し事業名も「中高生のための学習支援」となった。それゆえ、小学
生児童や中学生生徒は支援の対象から除外される結果となっている。	 
また、狛江市では 2001 年度から 10 年間「外国人・帰国児童・生徒の日本語指導」
事業が日本語指導員を派遣する形式で行われていたが、2011 年度から子どもを対象と
した事業がなくなり、2007年度に始まった成人向けの日本語教室のみが行われている。	 
小金井市は、市立小中学校に在籍する外国籍児童生徒に対し日本語指導補助員及び
通訳員を在籍校に派遣する「日本語指導補助」事業の実績が 2002 年度と 2006 年度か
ら 2011 年度までの計 7 年間分報告されている。しかし、2012 年度には大人又は子ど
もに関する実績が一切報告されていない。2013 年度から、2001 年度の時点ですでに存
在していた「生活日本語教室」事業が対象を市内在住の外国人から在住在勤在学の外
国人へと範囲を広げ、日常生活に使う会話を主なテーマとし事業を再開している。ゆ
えに、子どもが対象とした事業はなくなってしまっている。なお、「日本語指導補助」
事業は 2011 年度をもって終了している。	 
青梅市は 2001 年度から 5 年間、「外国人児童・生徒及び海外帰国子女の適応指導」
事業で日常生活指導や日本語指導を行っていた。しかし、翌年から数年間報告がされ
ておらず 2013 年度に実施の報告がなされたものの、翌年度からは再び報告がされなく
なっている。	 
2013年度に現れた子ども対象の事業は、以前行われていた通級形式や巡回形式から、
新たに「外国人児童生徒学級」と名付けされ教室形式として報告されている。しかし、
その後、2014 年度と 2015 年度の実績は情報がない。なお、青梅市では対象を在住外
国人にしている点は一貫しているものの事業名を「国際理解講座（2008 年度-2009 年
度）」から「外国人日本語講座（2010-2012 年度）」に変更する等様々な試みがみられた。	 
日本語支援の実績がもっとも数少ない立川市について述べる。立川市は 2001 年度か
ら 2015 年度まで在住外国人のための日本語教室事業をほぼ毎年継続してきた。しか
し、小中学生の外国人を対象とした日本語支援の報告は 2件に過ぎない。2001 年度か
ら通訳者が教室に同席し授業内容を通訳する事業が 5年間続けられたが、2006 年度か
らなくなっており再び日本語支援として現れたのは 2011 年度と 2012 年度のわずか 2
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年間である。しかし、実際の実績内容を参照すると対象を「在住外国人」と「在住外
国人児童」のいずれかに変更しただけで、委託した団体「立川国際友好協会」も同じ
であり、また支援が行われた場所も同一であることから、対象を子どもに特定しなか
っただけで、同様の支援が行われていたと判断できる。つまり、実績件数はもっとも
少ないものの 15 年間毎年日本語支援の実績が報告されており、支援内容や場所、時間
帯等にも変化がみられないことから、立川市で行われている支援は外国人児童も対象
に含まれた支援ではないだろうか。	 
	 15年間継続して実績がなかった自治体は稲城市、武蔵村山市、日野市の3市である。
実績が報告されていない理由は、先述のとおり、参加要件に 15 歳以上という年齢制限
があるためである。教育委員会が担当する他事業（日本語学級）が中心となっている
ため、通訳など過去 14 年間継続されている異なる事業に重点が置かれているようであ
る。	 
	 以上、各市による日本語支援の実績の特徴をまとめると、15 年間一貫して支援を継
続している自治体は 9市で全体の 35％を占めており、15 年間実績がない自治体は 3市
で全体の 12％である。一方、2015 年度を基準に実績のある自治体や実績のない自治体
は各 7市でそれぞれ 27％を占めている。	 
	 
1.1.2.2	 教科支援	 
	 教科支援は、年度別実績で述べたように支援内容の項目のうち全体を占める割合は
もっとも少ないものの唯一に増加傾向を示している支援である。特に、過去 5 年間の
傾向として教科支援を複数の形態で行う自治体（武蔵野市、府中市、調布市）の増加
が目立つ。しかし、教科支援に力を入れている自治体は 26 市のうちわずか 9市に留ま
っており、各市における教科支援の試みや実績に大きな差は見当たらない。	 
	 15 年間全体において教科支援の実績が報告されている自治体は町田市、多摩市、昭
島市、国分寺市、武蔵野市、三鷹市、府中市、調布市、小平市の 9 市であり、報告が
ない自治体は 9市以外の 17 市である（青梅市、福生市、羽村市、あきる野市、八王子
市、日野市、稲城市、立川市、国立市、東大和市、武蔵村山市、小金井市、狛江市、東
村山市、清瀬市、東久留米市、西東京市）。しかし、福生市、八王子市、武蔵村山市に
は「日本語学級」が設置されているため、教科支援は言うまでもなく、日本語や生活、
そして通/翻訳の支援も行われている点に留意すべきである。	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 表 21 に 7 市における過去 15 年間の教科支援の実績を年度別にまとめて示す。	 
教科支援の実績が各年度内で行われた 2001 年度から 2015 年度までの状況を 3 つの
記号を用いて表記した。	 
「○」は 1 つの事業による 1 件の事績数を意味する。それに対し「×」は実績の報
告がなかったことを、「◎」は 2つの異なる事業による実績が１件ずつ、すなわち 2件
の実績が報告されたことを意味する。	 
表 21	 教科支援の実績状況（年度別）	 
区分	 各市による教科支援の件数	 計	 
（件）	 年度	 町田	 多摩	 昭島	 国分寺	 武蔵野	 三鷹	 府中	 調布	 小平	 
2001	 ○	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ×	 ×	 ×	 4	 
2002	 ×	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ×	 ×	 ×	 3	 
2003	 ×	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ×	 ×	 ×	 3	 
2004	 ×	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ×	 ×	 ×	 3	 
2005	 ×	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ×	 ×	 ×	 3	 
2006	 ○	 ○	 ×	 ×	 ×	 ○	 ○	 ×	 ×	 4	 
2007	 ○	 ○	 ×	 ×	 ×	 ○	 ○	 ×	 ×	 4	 
2008	 ○	 ○	 ×	 ×	 ×	 ○	 ○	 ○	 ×	 5	 
2009	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ○	 ○	 ○	 ×	 6	 
2010	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ○	 ○	 ○	 ×	 6	 
2011	 ○	 ○	 ×	 ×	 ◎	 ○	 ○	 ○	 ×	 7	 
2012	 ○	 ○	 ×	 ×	 ◎	 ○	 ◎	 ◎	 ×	 9	 
2013	 ○	 ○	 ×	 ×	 ○	 ×	 ◎	 ◎	 ×	 7	 
2014	 ○	 ○	 ×	 ○	 ◎	 ×	 ◎	 ◎	 ○	 10	 
2015	 ○	 ○	 ×	 ○	 ◎	 ×	 ◎	 ◎	 ○	 10	 
計	 
（件）	 
11	 15	 5	 2	 11	 12	 14	 12	 2	 84	 
13%	 18%	 6%	 2%	 13%	 14%	 17%	 14%	 2%	 100%	 
	 
まず、昭島市は 2006 年度、三鷹市は 2013 年度以降、教科支援は実施されていない
ようである。	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昭島市は 2001 年度から 2005 年度まで「日本語教育指導」事業が学習活動及び日常
生活に関する指導を中心になされていた。とはいえ、その 5年間の実績内容をみると、
対象が「小学校 4 年生から中学校 3 年生までの学校長が認めた児童・生徒」とに制限
されている。つまり低学年の小学生はそもそも対象となっていないこと、高学年でも
学校長の許可が前提となっていることがわかる。	 
	 三鷹市の場合、2001 年度から 12 年間、中国帰国児童日本語教室を設置し日本語の
指導及び学習・生活習慣に関する集中的な適応指導が行われていたが、2012 年度をも
って廃止され日本語支援事業に一元化された経緯をもつ。	 
多摩市の特徴は 15 年間継続して実績名や実績内容に変化がないことであり、事業名
に適応指導と記されているが日本語や生活、学習指導等の全般的支援を提供している
ようである。	 
	 町田市は、2001年度は全ての項目においてきめ細かい支援がなされていた。しかし、
翌年に実施主体や支援の対象に変化が現れる。対象は外国籍児童・生徒から外国籍住
民に変わり支援内容は日本語習得を目標とすることに絞られた。とはいえ、4 年後の
2006 年度からは既存の支援とは異なる外国籍児童・生徒を対象とした事業が同時に 2
つ始まり 2015 年度まで継続している。日本語支援は年度によって実施の状況が不安定
だったのに対し、学習支援は 2006 年度に再開して以来比較的揺れがなく落ち着いてい
ると言える。	 
	 続いて、比較的最近実績が報告されはじめた国分寺市と小平市の状況をみる。両市
には日本語支援を担当する部署・団体が変化したという共通点がある。つまり、行政
機関（教育委員会）が日本語の使用に困難を有する児童・生徒に対して行う「日本語」
支援形式から、各市の民間団体（国分寺市国際協会、小平市国際交流協会）が市の委
託を受け教科の補充等を行う「学習」支援の形式へと変わったということである。い
ずれの市も以前から子どもを対象とした実績は存在していたものの、教科支援を前面
に出した施策に変わったのは 2013 年度からであり、最近 2年間のことである。	 
	 このように、教科支援が増加傾向にあるのは、学校現場において教科学習に困難を
抱える外国人児童が増加したこととも関連していると推察できる。	 
	 
1.1.2.3	 生活支援	 
日本語支援や学習支援は比較的実績の内容がわかりやすいが、生活支援は生活とい
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う言葉がもつ意味の多様性から一言で定義するのは難しい。本稿では、生活支援の範
囲を日本語及び教科の支援や支援の性質が明瞭である通/翻訳支援以外の全般、そして
外国人児童の生活に直接影響を及ぼすと判断される母語（母国語）等の言語保持教育
までとする。	 
	 生活支援は 2005 年度から全体的に減少傾向にあるものの多摩市と府中市は 2001 年
度から 15 年間継続している。しかし、支援の内容は「生活指導」、「生活習慣の指導」
程度の説明しかされておらず、具体的にどのような支援が行われていたのかについて
は言及がない。2001 年度から 2014 年度までの 14 年間、生活支援に関する実績を報告
している東大和市も同様で「適応指導」を行ったという程度しか提示していない。三
鷹市も 2012 年度まで中国帰国児童・生徒のための学級を設置し「生活習慣に対する集
中的な指導」を行ったとするが具体的な説明はなされていない。なお、三鷹市は中国
帰国児童・生徒を対象とした事業と同時に「外国人児童・生徒に対する日本語巡回指
導講師派遣」事業で生活支援を行ったと報告しているが、2008 年度からは生活支援は
なくなり日本語支援は 2012 年度まで行われていた。	 
	 2011 年度の状況を見ると、多摩市、府中市、東大和市、三鷹市の他、調布市にも実
績が現れる。調布市は 2003 年度に「帰国児童・生徒等補習教室」を設置し、主に外国
で長期生活していた児童・生徒を対象に支援を行っていた。外国で長期間生活してい
た児童・生徒が公立小中学校に就学した場合、日本語の習得及び日本文化の理解を深
める必要があるため事業を始めたとしており、2011 年度までの実績を報告している。	 
	 他方、2008 年度まで行われていた武蔵野市の生活支援にはいくつかの特徴がある。
例をあげれば、児童・生徒に対する言語（母語又は母国語）保持教育や、保護者に対
する教育相談、学校ガイド、保護者会、交流会等である。保護者向けの入学説明会や
保護者会等の支援は国立市においても、教育相談に関する支援は福生市においても、
国際理解教育の一環として行われた交流会等は東村山市においてもみられる。しかし、
言語（母語又は母国語）保持教育は武蔵野市が独自に行った施策で、他市においては
みられなかった点を強調したい。	 
また、青梅市、八王子市、町田市、昭島市、西東京市は生活支援を実施した期間が
比較的短く、かつ、いずれの市も 2007 年度までに終了している。ただし、青梅市以外
の八王子市、町田市、昭島市、西東京市は生活支援以外の支援は増えたことが確認で
きる。つまり、この 4市では施策の重点が生活支援以外の支援に移ったと解釈できる。	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 以上、生活支援の状況は 15 年間徐々に減少する傾向にあり、2015 年度現在、2市の
みが生活支援に取り組んでいることがわかった。また、東京都が報告している「適応
指導の推進」の傾向を時系列でみるとすでに衰退の一途をたどっていることがわかる。	 
一方、生活支援が終了している事業名が主に帰国児童と関連していることから（「中
国帰国児童・生徒教育事業（三鷹市）」、「帰国児童・生徒等補習教室報告書、帰国児童・
生徒等日本語指導臨時講師（調布市）」）、帰国生に対する指針に変化が生じていること、
または帰国児童に対する支援の必要性が少なくなってきていることが推察できる。	 
 
1.1.2.4	 通訳・翻訳支援	 
	 最後に通/翻訳に関する支援の状況について概観する。	 
	 まず、「日本語教育、適応指導の推進」に関する施策において通/翻訳の比重が比較
的大きいことに注目したい。全体の実績の約半分は日本語支援が占めているが、つぎ
に生活支援と通/翻訳支援がそれぞれ 17％程度を占めている。しかし、日本の学校生
活に慣れることを目的とした生活支援が単独の事業として行われたのは、15 年間でわ
ずか 2 件（八王子市が 2001 年度と 2002 年度に各 1 回の成果を報告している）しか見
当たらない。言い換えれば、生活支援が 17％程度を占めているというは、例えば日本
語指導あるいは教科指導を行いながら適応指導も同時に行ったという意味であり、単
独で事業を行ったという意味ではないと言える。	 
一方、通/翻訳支援は毎年 2件から最大で 6件が単独で行われており、支援内容の性
質上、訪問または派遣の形態をとることが多い。また、支援対象が保護者となること
もある。	 
通/翻訳支援を必要とする場面として、児童が話せる言語で対応できる支援者が日本
語指導にあたる（町田市）、教室に同席し授業の内容を通訳する（立川市、東村山市）、
日本の基本的な生活習慣等を児童がわかる言葉で理解させる（日野市）、日本生活への
適応を図る（小金井市）、日本語習得を助けるための補助的な役割をする（羽村市、武
蔵野市）、教科学習への理解を促進する（八王子市、昭島市）、学校生活に支障をきた
さないようにする等、数多くの例が挙げられている。また、保護者との面談時（福生
市）や学校と家庭との連絡のため（日野市）等、通/翻訳支援は支援対象が児童に限ら
れていない点も重要である。	 
しかし、通/翻訳支援には限界がある点も看過できない。言語発達期にある外国人児
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童が一時的に来日した場合、通/翻訳支援は学校現場において非常に大切なものでなく
てはならない役割を果たすと予測される。ただし、在住を目的としている、かつ日本
語習得が必ず必要となる環境で生活せざるを得ない児童の場合、いつまでも通/翻訳の
支援に頼るわけにはいかず、自ら習得することが求められる点が問題となってくるだ
ろう。	 
また、通/翻訳支援を受けながら日常生活もしくは学校生活を営んできた児童の状況
を考えると、突然通/翻訳支援がなくなったことで精神的に不安を抱える可能性もある。
すなわち、通/翻訳支援は学校現場において一時的には必要となるものの継続する支援
としては望ましくなく、それに代替できる新たな施策が必要となってくるのである。	 
	 
1.2	 支援形態	 
	 支援形態は、調査対象の文献『東京都区市町村の国際政策の状況』（東京都）が報
告している「日本語指導、適応指導の推進」実績の中から、対象の焦点を外国人児童
に絞ったものを抜き出し、事業名や対象、実績の内容をもとにその内容を「個別型」
と「教室型」の 2つの項目に分類したものである。	 
「個別型」は、主に指導者が在籍校に訪問し個別に支援を行うことを意味する。こ
れに対し「教室型」は、基本的に教室形式での支援を指す。	 
たとえば、日本語指導者が学校に派遣され指導にあたる際、指導の形式が 1：1であ
っても、1：複数名であっても指導者が支援の行われる場所へ移動し、児童（又は児童
が在籍する学校）は移動せず支援が受けられる場合全てを個別型の支援とする。なお、
本稿は、外国人児童と児童が在籍する学校を同等の立場として扱っており、支援する
主体が支援の行われる場所に向かう行為を各児童（又は学校）に対した個別的支援と
して見なすため、個別型と定義している。	 
その一方で「教室型」は、支援する主体は移動せず、支援を必要とする児童が一定
の場所に集い、通いながら支援を受けることが前提とされている。また、個別型支援
と同様に、指導形式が 1：1であっても、小グループであっても、一斉授業であっても、
形式の如何によらず通級（又は通室）の行為の概念を優先し教室型の支援と見なす。	 
次節からは多摩地域で外国人児童を対象として行われた国際政策としての日本語教
育の状況について支援形態ごとの年度別実績数を時系列で概観し、個別型と教室型の
支援がどのようないきさつをもってなされてきたのかについて分析を行う。	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1.2.1	 年度別実績	 
	 下図は 15 年間における支援実績数を 2 つの支援形態によって分類したものである。
対象は多摩地域 26 市のうち、15 年間継続して実績がない稲城市と武蔵村山市を除い
た 24 市である。	 
	 支援形態からみた15年間の実績数を合算すると420件となり、そのうち316件（75%）
が個別型支援、104 件（25%）が教室型支援である。全体的に個別型支援が多く、その
割合は教室型の約 3倍にも至る。	 
支援の全体数には増加の傾向がみられ、とくに 2011 年度、2012 年度は最多（各年度
33 件）である。2012 年度に教室型の支援数（10 件）がもっとも多くなっているのは、
武蔵野市、府中市、調布市が複数の教室を同時に開いたためである。また、教室型（6
件）、個別型（16 件）いずれの形態においても 2003 年度に実績が少ないのは、以前支
援を行っていた自治体（八王子市、小金井市、東村山市）が一時的に事業を中止して
いたためである。	 
	 
図 9	 支援形態別支援実績数	 
	 また、教室型も個別型も全体的に増加の傾向にあるものの青梅市、立川市、狛江市、
小金井市の 4市の自治体においては減少の傾向が見られる。青梅市と立川市は 2006 年
度から、狛江市は 2011 年度から、小金井市は 2012 年度からいずれの形態においても
実績の情報がなくなっている。ただし、青梅市は 2013 年度に突然教室型支援の実績が
1件のみ現れたが、翌年からまた報告がなくなった。	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1.2.2	 形態別実績	 
	 ここでは、多摩地域における 15 年間の実績を支援形態別に分析した結果を述べる。	 
対象は前節と同様に実績のない稲城市と武蔵村山市を除いた 24 市とする。また、固定
的な施策である「日本語学級」や「帰国児童生徒教室」もここでは扱わない。「日本語
学級」や「帰国児童生徒教室」は基本的に通級の形式をとっているため、センター校
方式の教室型支援ではあるものの、設置校に在籍する児童の受講者数が多い傾向にあ
り、この場合、在籍校で支援が受けられることから個別型の性質も持っていると考え
る。また通級（通室）できない児童のため教室から支援員を派遣する制度がある点も
個別型の特徴と言えよう。	 
	 
1.2.2.1	 個別型支援	 
	 全体の 75％を占める個別型支援は形態の特徴上、派遣、巡回、訪問と関連する事業
によく現れる。個別型の支援はほぼ全ての自治体において 1回以上の実績が見られる。
しかし、東大和市のみは教室型支援が一貫して行われており、個別型支援は実施され
ていなかった（2001 年度～2014 年度）。加えて、2015 年度には日本語指導関係の報告
が全くなく、今後どのような施策がとられていくのかが疑問である。一方、個別型支
援のみの事業を行っている自治体もある。	 
表 22	 個別型支援のみを実施する自治体	 	 
市名	 実施期間	 
福生市	 2001 年度～2015 年度	 15 年間	 
多摩市	 2001 年度～2015 年度	 15 年間	 
清瀬市	 2001 年度～2015 年度	 15 年間	 
八王子市	 2001 年度～2002 年度、2005 年度～2015 年度	 13 年間	 
昭島市	 2001 年度～2005 年度、2007 年度～2014 年度	 13 年間	 
狛江市	 2001 年度～2010 年度	 10 年間	 
日野市	 2002 年度～2015 年度	 14 年間	 
国分寺市	 2004 年度～2015 年度	 12 年間	 
東久留米市	 2007 年度～2015 年度	 9 年間	 
国立市	 2008 年度～2014 年度	 7 年間	 
あきる野市	 2009 年度～2015 年度	 7 年間	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 上記の表からもわかるように、個別型支援のみ行っている自治体は 24 市のうち（稲
城市、武蔵村山市は実績がないため対象外）11 市である。個別型支援は主に派遣事業
として実施されることが多いが、多摩地域では支援を必要とする外国人児童が散在し
て在籍している傾向にあると思われるため個別型の支援が多いと推測できる。	 
	 一方、福生市、多摩市、清瀬市は 15 年間継続して個別型の支援を行っている。八王
子市は、2003 年度、2004 年度の実績は報告されていないものの、それ以外の期間は全
て個別型の支援を行っている。昭島市は、八王子市と同様に 2 年間分の実績はないも
のの比較的初期の2001年度から事業を開始しており2014年度まで実績が確認できる。	 
	 また、日野市、国分寺市、東久留米市、あきる野市は、それぞれ事業開始時期は異
なっているものの 2015 年度現在まで実績が報告されている。一方、狛江市は 2010 年
度をもって、国立市は 2014 年度をもって事業が終了している。	 
	 10 年以上を教室型のみの支援を継続している自治体が 4市（町田市、東大和市、三
鷹市、調布市）のみであることから考えて、多摩地域では個別型支援の傾向が比較的
顕著であると言えよう。	 
八王子市は実績がなかった 2003 年度、2004 年度や実績が 1件のみだった 2005 年度
を除き、12 年にわたって 2つの個別型事業を行っている。	 
1 つ目の事業は日本語指導員を派遣する事業であり、主に日本語があまりできず学
校生活に困難を有する児童に対して来日初期段階に行われている。	 
2 つ目の事業は、日本語によるコミュニケーションが難しい児童に対し、外国人児
童が話せる言語で対応できる指導員あるいは児童が話せる言葉に堪能な指導員を派遣
し日本語指導を行う事業である。1つ目の事業でも初期指導が行われているが、1つ目
と異なる点は、目的が学校生活への適応や通訳ではなく日本語を上達させるための支
援である点と、派遣の形式ではなく巡回形式である点である。また、児童の状況や必
要に応じ巡回する日本語指導員とともに通訳の指導員を補助者として同行させる支援
も行われている。	 
他にも複数の事業で個別型支援をしている自治体がある。国分寺市は日本語と教科
支援で、羽村市は日本語と通/翻訳支援で、府中市は、日本語、教科、および生活支援
で個別型の形式をとっている。	 
	 以上の内容をまとめると、多摩地域には指導者が外国人児童の在籍する学校に直接
訪問又は巡回しながら指導にあたる個別型の支援が活発に行われていると言える。	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1.2.2.2	 教室型支援	 
	 教室型支援は個別型支援とは反対の概念をもつ。個別型支援は支援を行う主体の移
動が求められるものであるが、教室型は支援を受ける主体の移動が求められるもので
ある。	 
2015 年度現在、教室型支援が行われている自治体はわずか 25％程度に過ぎず、この
傾向は 15 年間変わっていない。2012 年度は実績数がもっと多く 10 件が報告されてい
るが、それは自治体の数が増えたわけではなく一部の自治体（武蔵野市、府中市、調
布市）が複数の事業成果を報告したためである。	 
このように、多摩地域における教室型支援は個別型支援ほど積極的な体制にはなっ
ていないと考えられるものの、教室型支援を中心に支援を行っている自治体もある。
代表的な自治体としては 14 年間教室型支援を継続していた東大和市があり、最終報告
の時点で教室型支援が中心となっている自治体には立川市、小平市、そして青梅市が
ある。	 
その一方で、多くの自治体が教室型支援については報告していない。15 年間に一度
も教室型の支援がなされていない市は、福生市、あきる野市、八王子市、日野市、多
摩市、昭島市、国分寺市、国立市、小金井市、狛江市、清瀬市、東久留米市の 12 市で
あり全体の半数を占めている。	 
教室型支援は前述した教科支援とともに比較的最近から徐々に増えてきており、都
内の国際交流協会として活動しており（東京都国際交流委員会,	 2016）準公的機関・
団体が実施主体となっているところが多い。これは、自治体が独自に支援を行ってい
た時は主に指導員を派遣する個別型の体制であったものが、市内の機関・団体と連携
をすることにより教室が設置され、子どもたちが集まる場所ができたことが示唆され
る。	 
以上、第 3章 1節では文献調査の結果を中心に述べた。『東京都区市町村の国際政
策の状況』（東京都）の「日本語指導、適応指導の推進」に関係する施策から外国人
児童を対象とした実績を抽出し、支援内容や支援形態を各年度別に概観した。さらに
支援内容は「日本語、教科、生活、通/翻訳」に、支援形態は「個別型、教室型」に
下位分類し各観点から実績をまとめた。この分析を通して得られた視点を参考に、次
節ではインタビュー調査の結果についての分析を行う。	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2．インタビュー調査の結果	 
2.1	 機関・団体の設置区分	 
ここでは、学習支援の内容をより明確にするためそれぞれの支援の特徴を述べる。	 
まず、機関・団体の設置の位置づけによる分類を表 23 に提示する。	 
表 23	 機関・団体の特徴による分類	 
区分	 機関・団体名	 /	 教室名	 
公的型	 
①	 福生市立福生第一小学校	 日本語学級	 
②	 八王子市立第六小学校	 日本語国際学級	 
③	 小平市立小平第五小学校	 帰国児童生徒教室	 
準公的型	 
④	 八王子国際協会	 八王子駅前学習教室	 
⑤	 小平市国際交流協会	 子ども日本語教室	 
法人型	 
⑥	 青少年自立援助センター	 YSC グローバルスクール	 
初級クラス・学習支援クラス	 
⑦	 西東京市多文化共生センター	 子ども日本語教室	 
⑧	 青少年教育機構	 子ども日本語教室	 
民間型	 
⑨	 清瀬国際交流会	 日本語教室子どもクラス	 
⑩	 東久留米国際友好クラブ	 日本語教室子どもクラス	 
⑪	 虹のひろば	 -外国につながる子どもサポートの会-	 
	 	 
表 23 に示したように、支援の特徴によって公的型、準公的型、法人型、民間型の 4
形態に分類した。	 
公的型は、都又は市の教育委員会の指針による独自の施策で行われていることを指
す。	 
準公的型は、市からの受託事業として又は市と協働に事業を行っていることを指す。	 
法人型は、特定非営利活動法人と一般社団法人を意味し、形式上独立しているが自
治体と密接な関係をもって活動することを指す。	 
民間型は、行政的・営利的な性格を持たず、自治体と直/間接に協定を結んでいる又
は連携をとっていることを意味する。	 
次に 4区分された形態の分類に沿ってそれぞれの共通点、相違点など特徴を述べる。	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2.1.1	 公的型	 
公的型には、①福生市立福生第一小学校日本語学級（以下、①福生日本語学級）、
②八王子市立第六小学校日本語国際学級（以下、②八王子日本国際学級）、③小平市
立小平第五小学校帰国児童生徒教室（以下、③小平帰国児童生徒教室）がある。	 
公的型には指導に当たる教師に対して教員免許が求められるという共通点がある。	 
また、教員免許を有する要件以外に資格に関する相違点も見られる。たとえば、①
福生日本語学級の場合、教員免許を所持していない指導員であっても市の派遣制度に
より学校に派遣され日本語指導に当たることが可能となっている。①福生日本語学級
が市に日本語指導員の派遣を申請すれば市から支援員が派遣される。支援員には教員
免許、日本語指導等の資格は不要で市の支援員として登録されていることのみが求め
られる。なお、引退した元小学校教員も支援員として携わっている。	 
また、①福生日本語学級で支援員が担当する内容は、日本語指導・教科指導・通/翻
訳と分担されており、支援員が参加する形によって一時的ものと、定期的ものとに分
けられている。一時的な支援は主に、学習指導補助として日本語指導の支援をするこ
とである。一方、定期的な支援は主に英語の通/翻訳の支援に関わることで、保護者と
の連絡を取り合うため通訳する、便りや通知表・成績表を翻訳するなどがある。また、
日本語が十分に理解できない児童には付き添いで通訳を行う場合もある。	 
このように①福生日本語学級は、基本的に教員免許をもつ教員が指導に携わること
を資格条件としているものの実際には市の派遣制度による支援員も支援活動を行って
おり、支援員は指導に留まらず通/翻訳にも携わっていることがわかる。	 
②八王子日本国際学級の場合、指導は教員免許取得者のみによって行われている。
教師数は都の指針により決められるため、少人数で対応しきれず放課後の時間帯まで
授業を行なうこともあるが、ボランティアによる支援は一切行っていない。これは、
八王子市の指針によるものであり、学校内で行われる支援に関しては教員免許が必要
であるとの八王子市の指針と一致する。ただし、②八王子日本国際学級でではなく、
日本語指導を必要とする児童が在籍する学校に直接訪問し支援を行う巡回指導員とし
て活動するのは現職ではなく退職後の元教員が多い傾向にある。しかし、巡回指導員
も支援を必要とする数に比べ人数が少ない現状にある。	 
なお、②八王子日本語国際学級に通う児童は市から交通費の支援が受けられる。	 
③小平帰国児童生徒教室の設置以前にも、都の指針によって帰国生のための支援を
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行っていたがその後、市が事業を引き継ぎ独自の施策として運営するようになり、現
在は帰国生だけでなく、外国籍の子どもも受け入れている。また、③小平帰国児童生
徒教室も基本的に教員免許取得者によって授業が行われているが、教員の配置や人数
に関しては都の指針と異なり児童数によって教師の数が決定される制度ではない。な
お、主に小平市内の小学校教員 15 名程度（2017 年度現在 14 名中 2名は運営/管理者）
が教室を訪問し巡回方式で授業を行っている。	 
①福生日本語学級と②八王子日本語国際学級が主任、担任という制度になっている
のに対し③小平帰国児童生徒教室は運営・管理者が市の職員として勤めている。	 
教員資格を要すること以外に①福生日本語学級、②八王子日本語国際学級、③小平
帰国児童生徒教室の 3 箇所に見られる共通点は、一部の授業で学校の教科書を使用し
ていること、児童本人は費用負担がないこと等が挙げられる。なお、③小平帰国児童
生徒教室は以前送迎バスの運行があったが（2010 年度までは送迎バスが運行されてい
たが市の予算削減のため現在は運休になっている。）、これは地域の面積が比較的広い
ために実施された支援であると考えられる。以上、公的型の特徴を表 24 に示す。	 
表 24	 公的型機関・団体の特徴	 
区分	 連携機関・団体	 指導担当者	 主な支援内容	 
公	 
的	 
型	 
①	 福生市立福生第一小学校	 日本語学級	 
・東京都教育委員会	 
・福生市教育委員会	 
・青少年自立援助センター	 
YSC グロバールスクール	 
・教員免許所持者	 
：現小学校教員	 
・市の派遣支援員	 
・日本語指導	 
・教科指導	 
・通/翻訳	 
②	 八王子市立第六小学校	 日本語国際学級	 
・東京都教育委員会	 
・八王子市教育委員会	 
・教員免許所持者	 
:	 現小学校教員	 
・日本語指導	 
・教科指導	 
③	 小平市立小平第五小学校	 帰国児童生徒教室	 
・小平市教育委員会	 ・教員免許所持者	 
：現小学校教員	 
：元小学校教員	 
・日本語指導	 
・教科指導	 
・日本文化指導	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2.1.2	 準公的型	 
準公的型には④八王子国際協会八王子駅前学習教室（以下、④八王子学習教室）と
⑤小平市国際交流協会子ども日本語教室（以下、⑤小平子ども日本語教室）がある。	 
いずれの機関・団体名にも協会という言葉が用いられているが、この目印から各自治
体と機関・団体とが協力関係にあることが予測される。	 
また、④八王子学習教室と⑤小平子ども日本語教室は近隣の大学と協力関係にある
点、支援員の条件は設けていない点、および支援員の養成講座を開講している点で共
通している。④八王子学習教室の場合、日本語ボランティア養成講座を毎年開いてお
り、⑤小平子ども日本語教室は独自の養成講座は開いていないものの近隣の市と協働
で支援員のための講座を開いて、支援員における指導力向上を目指している。	 
一方、相違点として、教室の名前が④八王子学習教室は「学習教室」、⑤小平子ど
も日本語教室は「日本語教室」と異なっている点が挙げられるが、このことからそれ
ぞれ力を入れている支援内容に差があることが推測できる。	 
その他の相違点は、④八王子学習教室は受託事業として市からの予算で支援を行っ
ているのに対し、⑤小平子ども日本語教室は一部市と共催で事業を行っている点、⑤
小平子ども日本語教室は小平市で子どもを対象とした唯一の日本語教室であるのに対
し、④八王子学習教室が位置する八王子市には子どもに対しての支援を行っている民
間団体が数カ所ある点が挙げられる。また④八王子学習教室は他の日本語支援団体に
場所を提供する等の支援を行っており、地域の民間団体を支える役割も担っているこ
とがわかる。以上、準公的型の特徴を表 25 に示す。	 
表 25	 準公的型各機関・団体の特徴	 
区分	 連携機関・団体	 指導担当者	 主な支援内容	 
準	 
公	 
的	 
型	 
④	 八王子国際協会	 八王子駅前学習教室	 
・八王子市	 
・市内大学	 
・市内民間団体	 
・支援員	 
	 
・日本語指導	 
・教科指導	 
・個人面談	 
⑤	 小平市国際交流協会	 子ども日本語教室	 
・小平市	 
・市内大学	 
・支援員	 
（現小学校教員）	 
・日本語指導	 
・教科指導	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2.1.3	 法人型	 
	 法人型には⑥青少年自立援助センターYSC グローバルスクール初級クラス・学習支
援クラス（以下、⑥YSC スクール子どもクラス）、⑦西東京市多文化共生センター子
ども日本語教室（⑦西東京子ども日本語教室）、⑧青少年教育機構子ども日本語教室
（⑧東村山こども日本語教室）がある。これらの機関・団体は独立して運営されてい
るが、子どもの支援に関しては行政と連携をとりながら事業を行っているという共通
点がある。しかし、形態の詳細はそれぞれ異なっている。	 
たとえば、福生市には外国人関係の部署が設けられておらず、生活環境部の協働推
進課で市民活動団体（NPO・ボランティア等）との協働に関する業務を担当しているた
め⑥YSC スクール子どもクラスは、外国人児童に対する学習支援等について福生市の
生活環境部と正式的ではないが連携を取っているという。しかし、⑥YSC スクール子
どもクラスは①福生日本語学級と協力関係にあり、かつ市の教育委員会とも間接的に
協力関係にある。つまり、市の学務課に入ってきた外国人児童の情報を互いに交換す
るなど独自的な支援の体制を作っている。	 
	 ⑦西東京子ども日本語教室の場合は市から依頼をされて運営しているため行政との
連携がとられていることがわかる。具体的には、⑦西東京子ども日本語教室と市が、
⑦西東京子ども日本語教室と市内公立小学校が、学校と市の教育委員会が協定を結ん
でおり、互いに連携を取りながらで外国人児童に対する支援が行われている。また、
⑦西東京子ども日本語教室は市内の小学校 3 ヶ所で支援を行っているため、当機関・
団体の独自の活動場所（教室）を持たないという特徴がある。また、支援が行われて
いる 3 ヶ所の小学校は市内のセンター校（拠点校）となっており、放課後も支援が受
けられるような体制を整えている。また、⑦西東京子ども日本語教室のみ機関・団体
名に「多文化共生」という言葉を使用していることに注目されたい。	 
	 ⑧東村山こども日本語教室は、本人を対象とした日本語教室を行った団体から独立
した形で子ども日本語教室を発足させた。しかし、もともと行政と関係のある事業で
あったため支援は市役所内で行われている。一方⑧東村山こども日本語教室は、外国
人児童に対する支援を市民部市民相談・交流課が担当しており、4 ヵ国語による相談
体制も整えている。たとえば、付き添いの通訳支援や、学校の授業での通訳等がある。
また、教師に対する取り組みとして外部の講師による日本語ボランティア養成講座を
行っており、この講座の受講者のみが支援員として活動できるという特徴がある。	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他の相違点には⑥YSC スクール子どもクラスは都からの助成を受けており、⑦西東
京子ども日本語教室も市の受託事業であり予算の援助がある。一方⑧東村山こども日
本語教室は有志によって立ち上げられた団体であるため、行政からの助成金等は受け
ていない。	 
なお、⑥YSC スクール子どもクラスでは遠隔による授業にも取り組んでいる。	 
	 以上、法人型の特徴を表 26 に示す。	 
表 26	 法人型各機関・団体の特徴	 
区分	 連携機関・団体	 指導担当者	 主な支援内容	 
法	 
人	 
型	 
⑥	 青少年自立援助センターYSC グローバルスクール	 初級/学習支援クラス	 
・東京都生活文化局	 
・福生市	 
・福生市立福生第一小学校	 
・日本語教師資格	 
取得者	 
・支援員	 
・日本語指導	 
・教科指導	 
・遠隔授業	 
⑦	 西東京市多文化共生センター	 子ども日本語教室	 
・西東京市	 
・西東京市教育委員会	 
・市内公立小学校	 
・支援員	 
	 
・日本語指導	 
・教科指導	 
・通訳,	 翻訳	 
⑧	 青少年教育機構	 子ども日本語教室	 
・東村山市	 
（民相談・交流課）	 
・支援員（当機	 
関・団体の養成	 
課程履修者）	 
・日本語指導	 
・教科指導	 
・通訳	 
	 
2.1.3	 民間型	 
民間型には⑨清瀬国際交流会日本語教室子どもクラス（以下、⑨清瀬子どもクラス）、
⑩東久留米国際友好クラブ日本語教室子どもクラス（以下、⑩HIF 子どもクラス）、⑪
虹のひろば-外国につながる子どもサポートの会-（以下、⑪虹のひろば）がある。	 
民間型は、代表者や構成員によって自立的に運営されている団体であることが共通
点として挙げられる。しかし、各所属の市において外国人児童に対する日本語・学習
支援の事業がなされている独自の存在であり、実際に行政からも非常に頼りにされて
いる。	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たとえば、⑪虹のひろば-外国につながる子どもサポートの会-（以下、⑪虹のひろ
ば）は非正式ではあるが東久留米市の教育委員会と協力関係にあり、市から依頼を受
け市内の公立学校で日本語・教科支援等を行っている。市の学務課から入ってきた情
報をもとに外国人児童に対する学習支援に積極的に取り組んでいる。また、市内の小
学校教員と情報交換をしながら支援を必要としている児童の相談を受け、情報を互い
共有しながらより積極的な支援が行える体制をとっている。この点から⑪虹のひろば
は民間型でありながら市と緊密な関係を持っていると考えられる。	 
また⑩東久留米国際友好クラブ日本語教室子どもクラス（以下、⑩HIF 子どもクラ
ス）も⑪虹のひろばと同様に民間型であるが、東久留米市の市民部の生活文化課と協
定を結んでおり、国際交流に関する事業や外国人住民への支援等の事業を行っている。
そのため、市は地域住民の生活を支援する目的で外国につながる子どもに日本語・学
習支援を行う⑩HIF 子どもクラスに支援場所を提供する等のサポートしている。	 
⑨清瀬国際交流会日本語教室子どもクラス（以下、⑨清瀬子どもクラス）も⑩HIF 子
どもクラスと同様に清瀬市から支援場所の提供を受けている。しかし、市との間に正
式な協定などは結んでおらず、ゆえに市内の公立小学校等とも連携をとっていない。	 	 	 	 
なお、支援員に対する条件は設けられていないものの日本語教師の資格を持ってい
る支援員が多く、かつ教師の経験もしくは日本語指導歴が 20 年を超えるなどの共通点
もみられる。以上、法人型の特徴を表 27 に示す。	 
表 27	 民間型各機関・団体の特徴	 
区分	 連携機関・団体	 指導担当者	 主な支援内容	 
	 
民	 
間	 
型	 
⑨	 清瀬国際交流会	 日本語教室子どもクラス	 
・清瀬市	 
	 
・支援員	 ・日本語指導	 
・教科指導	 
⑩	 東久留米国際友好クラブ	 日本語教室子どもクラス	 
・東久留米市生活文化課	 
・虹のひろば	 
・支援員	 ・日本語指導	 
・教科指導	 
⑪	 虹のひろば	 -外国につながる子どもサポートの会-	 
・東久留米国際友好クラブ	 
・市内公立小学校	 
・支援員	 ・日本語指導	 
・教科指導	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2.2	 教室・児童の特徴	 
本節では、調査対象の機関・団体で行われている支援（日本語支援・教科支援）の
形態など特徴、教室に参加している児童、指導者などについて述べる。	 
まず、調査対象とした 11 機関・団体においてもっとも多く見られる授業形態は、1：
1で、8ヶ所の教室で行われている。これに対し、少人数で授業が行われているところ
が 2カ所、一斉授業の形態のところが 1カ所あった。	 
⑥YSC グローバルスクール子どもクラスは、初級の日本語指導においても、教科支
援においても、団体の指針として少人数授業の形態をとっているのに対し、①福生日
本語学級の場合、児童数に比べ教員数が不足しているため、1：1の対応ができずにい
るという。	 
・A.K の発話の内容の中から	 
「なるべく 1 対 1 で見られる時間が多くなるようにということで、やっています。同
じ学年でも日本語レベルが違うと、課題の進み方が違うので、やはり難しいところが
あって、なるべくその子に合った進め方ができるようにということで、今年は特に個
別の時間を、1対 1の、マンツーマンでとるように組んでるんですね。なるべく、指導
したいんですけど、どうしても人が足りなくて、指導者の数が少ないところは違うレ
ベルでも同じグループで、同じ学年だったらば同じ教科書、先行学習的に入れたりし
てやってるんですけど、まぁ、そういった体制ですね。人の体制は。」	 
	 A.K の発話のように、人が足りないのは都の指針があるためである。毎年 4 月の時
点で児童数を数えそれを基準に教員を配置（または、教員数の調整）しているため、4
月以降から入級（入室）する児童が増えると 12 月時点等には児童数が増えている状態
になってしまい、1：1形式の支援をすることは大変難しいようである。	 
	 ③小平帰国児童生徒教室は一斉授業の指針をとっており、個別指導より全員が参加
してやる授業に重点が置かれている。また、③小平帰国児童生徒教室でも日本語支援、
教科支援を基本としてはいるものの本来の目標は帰国後の日本生活全般に慣れること
を支えるとの目的があるため、個別の授業が中心ではない。ただし、まったく日本語
がわからない児童に対しては補助教員が個別に教えることもあるが、日本語がある程
度できるようになったら、日本語が完全に理解できなくてもまず授業に参加して多様
な日本文化を体験することにより重点が置かれているという。	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・K.I の発話の内容の中から	 
「ここは日本語指導っていうことじゃなくて、日本の学校に慣れるための教室なんで
すね。だから、やっぱり日本の伝統的な行事とか、そういうこと経験してないじゃな
いですか、七夕とか。あの子供の日とかね、端午の節句だとかね。そういうのも、経
験させてあげたりとか。七夕やったりとかね、あのお餅つき大会やったりとか色々し
てることはありまして。」	 
	 K.I の発話のように、③小平帰国児童生徒教室は日本語指導を主な目的としていな
い。日本の学校生活に慣れるため、まだ経験していない日本の文化に触れさせ、経験
させることに第一の目的がある。	 
	 一方、授業日は機関・団体によって様々である。	 
	 月曜日から金曜日まで行われているのは、学校の授業の一部として行われる①福生
日本語学級と②八王子日本語国際学級の他、⑥YSC グローバルスクール子どもクラス
と⑦西東京子ども日本語教室がある。①福生日本語学級は時間割に沿って行われ、児
童が本人の該当する時間に来て授業を受けることとなっている。②八王子日本語国際
学級は 1：1方式で授業が行われるため、児童を教員が前もって時間の約束をして決ま
った時間に教室で授業が行われている。⑥YSC グローバルスクール子どもクラスは、
放課後に行われているが、クラスの種類によって時間帯や曜日が異なっており児童が
本人の属するクラスの時間と曜日にきて授業を受ける形になっている。つまり、上記
の 3 つの教室は平日に常に授業は行われているものの自分の当該する曜日・時間帯に
授業が受けられる場所へ訪問することが求められる。	 
	 これに対し⑦西東京子ども日本語教室と⑪虹のひろばは、月曜日から金曜日まで支
援を行っているものの児童が在籍している小学校に訪問して授業を行う形をとってい
るため、毎日同じ場所で授業があることではなく、基本的にそれぞれの児童のニーズ
に応じて月曜日から金曜日まで支援の体制をしており、平日全曜日に対応するという
指針をとっている。	 
	 他には、曜日が決まっているタイプであり、月曜日、水曜部、金曜日、土曜日など
ばらつきの傾向がみられる。	 
	 なお、⑧東村山子ども日本語教室に限り週 2回の授業が行われている。	 
また、支援を受ける児童に求められる授業料は無料と有料とがそれぞれ約半分程度
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の割合を占めるが、無料のところはほぼ行政と何らかの関係を持っている教室である。	 
	 以上の内容を表 28 にまとめて示す。	 
表 28	 各学習支援教室の特徴	 
教室名	 授業形態	 授業日	 費用	 
①	 福生日本語学級	 少人数授業	 月～金	 無料	 
②	 八王子日本語国際学級	 1：1	 月～金	 無料	 
③	 小平帰国児童生徒教室	 一斉授業	 土	 無料	 
④	 八王子学習教室	 1：1	 月	 1 学期 2000 円	 
⑤	 小平子ども日本語教室	 1：1	 水	 1 学期 1000 円	 
⑥	 YSC グローバルスクール	 
子どもクラス	 
少人数授業	 
月～金	 有料（コースに
よって異なる）	 
⑦	 西東京子ども日本語教室	 1：1	 月～金	 無料	 
⑧	 東村山子ども日本語教室	 1：1	 水,	 金	 無料	 
⑨	 清瀬日本語教室子どもクラス	 1：1	 水	 3 ヶ月 500 円	 
⑩	 HIF 日本語教室子どもクラス	 1：1	 水	 3 ヶ月 500 円	 
⑪	 虹のひろば	 1：1	 月～金	 無料	 
 
次に、各学習支援教室の児童と指導者の特徴について述べる。	 
	 児童の在籍人数がもっと多い②八王子日本語国際学級は、児童数が 51 名もあるもの
の指導を担当する教員はわずか 3名しかいない。	 
・H.S の発話の内容の中から	 
「市の方にもなんども講師の先生を申請したりとか、でもやっぱり配置してくれない
んですよね。人が増えれば、講師の先生とか途中で入れてくれればいいんだけど。4時
間来てたところ 2 時間にしてとか、週 2 回の子を１時間にするとか、あと兄弟、一緒
のレベルの子一緒にやったりとか、複数一緒に指導したりとか、というようなことで。
あと、授業は 6時間目までが原則なんだけど、7、8まで入れてるんです、実は。7、8
時間目の授業なんて子供にも私たちにも大変なんですから。休憩時間もなく。だから
ね。空き時間もないですもんね。もうぎっしり 7、8まで入れてる感じで。」	 
78 
 
表 29	 各学習支援教室の児童および指導者の特徴	 
教室名	 児童数	 指導者数	 
①	 福生日本語学級	 24 名	 担任 3名,	 支援 2名	 
児童と関係がある国：	 中国,	 バングラデシュ,	 ロシア,	 フィリピン,	 ペルー,ジャ
マイカ,	 ネパール	 
②	 八王子日本語国際学級	 51 名	 担任 3名	 
児童と関係がある国：	 中国,	 フィリピン,	 韓国,	 タイ,	 カンボジア,	 ネパール,	 	 
イラン,	 チェコ,	 スイス,	 バルバドス,	 ベトナム	 
③	 小平帰国児童生徒教室	 6 名	 運営 2名,	 教員 12 名	 
児童と関係がある国：	 中国,	 フィリピン,	 ペルー,	 ネパール	 
④	 八王子学習教室	 10 名以下	 10 名以下	 
児童と関係がある国：	 中国,	 ペルー,	 ブラジル,	 ベトナム,	 フィリピン	 
⑤	 小平子ども日本語教室	 4 名	 支援員 20 名	 
児童と関係がある国：	 中国,	 バングラデシュ,	 アメリカ	 
⑥	 
YSC グローバルスクール	 
子どもクラス	 
16 名	 担当教師 1名,	 支援員数名	 
児童と関係がある国：中国,	 バングラデシュ,	 ブラジル,	 ロシア,	 フィリピン,	 ペ
ルー,ジャマイカ,	 ネパール	 
⑦	 西東京子ども日本語教室	 13 名	 17 名	 
児童と関係がある国：	 中国,	 韓国,	 ベトナム,	 アメリカ,	 ミャンマー	 
⑧	 東村山子ども日本語教室	 8 名	 4 名	 
児童と関係がある国：	 中国	 
⑨	 清瀬日本語教室子どもクラス	 5 名	 5 名	 
児童と関係がある国：	 中国,	 ベトナム	 
⑩	 HIF 日本語教室子どもクラス	 5 名	 5 名	 
児童と関係がある国：	 中国,	 アメリカ,	 ブラジル,	 フィリピン	 
⑪	 虹のひろば	 9 名	 12 名	 
児童と関係がある国：	 中国,	 フィリピン,	 アメリカ,	 ウガンダ	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 H.S の発話のように、②八王子日本語国際学級は児童数に比べ指導者数が不足して
いるが、市から教員の補足をしてもらえないため、原則の指導時間帯を越えてでも授
業を行なっている。	 
	 一方、⑤小平子ども日本語教室は児童が 4名、支援員が 20 名で児童数より支援員数
がはるかに多い特徴が見られる。⑤小平子ども日本語教室を担当する運営者がいるが、
前もって提出してある支援員のスケジュールを参考にし児童と支援員が 1：1になるよ
うにシフト制で組んでいる。	 
	 全体的に 1：1の授業が多いが児童数以上の支援員が教室もあれば、児童数と支援員
数が一致する教室、児童数より支援員数の方が少ない教室もある。 
	 
2.3	 指導（運営）者の特徴	 
	 指導者の情報については第 2 章の 2.2.2 ですでに提示してある。ここでは、それを
もとに指導者の特徴について述べる。	 
	 まず、指導者の年齢増をみてみる（ただし、年齢に関してはインタビュー調査の協
力者 25 名中、20 名から答えがあり 5 名は無応答であったため分析対象は 20 名に限
る）と、60 代がもっと多く全体の 32％（20 名中 8 人）を占める。ついで、30 代と、
50 代が各 16％を占めており（各 4名ずつ）、20 代が 8％の 2 名、40 代が 4％の 1 名で
ある。	 
	 60 代を占める多くの指導者はボラティアとして活動をしている支援員であるが、外
国人児童に学習支援を始めたきっかけとして、女性の場合、海外在住の経験があり帰
国してから地域の子どもたちに力になりたいと思ったため、家族単位で地域の外国人
と交流をしたいと思ったためなどがあった。これに対し、男性の場合地域で居場所を
持ちたいと思ったためという理由が数人に見られた。	 
	 また、20 代、30 代のように比較的若い世代はほぼ職業として勤めている傾向にある。
たとえば、日本語教師として職場で働く場合や、小学校の教員として働くなどである。	 
	 一方、日本語指導歴に関しては今日委員の場合短い傾向にある。しかし、ボランテ
ィア団体で支援員として活動している支援員は 10 年未満が少なく最長 40 年以上とい
う場合もある。なお、運営担当者に関しては特に日本語指導歴はみあたらないケース
が多い。	 
	 以上の内容から小学校等の職場で指導に当たるケースは年齢が低く日本語指導歴が
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短い者が多く、ボランティアとして指導に当たるケースは年齢が高く日本語指導歴が
長い者が多いということがわかる。	 
	 下記図 10 に日本語指導者（運営者）に年齢層の割合を示す。	 
	 
	 
図 10	 指導（運営）者の年齢層	 
2.4	 支援の特徴	 
	 各機関・団体による支援の形態はそれぞれ異なっており、また、機関・団体内の指
針も常に変わっていくため一言で説明するのは難しい。	 
しかし、どの機関・団体でも見られる特徴として以下の点が挙げられる。	 
①	 外国人児童の日本生活を支える。	 
	 	 学校生活面においても、日本語面においても、学校の教科学習においても支援を
しており、また日本文化等も考え多様なイベントなども行っている。	 
②	 外国人児童の居場所になっている。	 
	 	 学校では一言も話さない子どもが、教室に来ては喧嘩をする程度、積極的に日本
語を使っており、同等の立場の友たちと共感できるところが多く楽しんで支援が
受けられる。	 
③	 地域社会に貢献する。	 
	 	 外国人児童に日本語・学習支援をするというのは、学校生活によく適応できるよ
うに良い影響を与えることであり、日常生活の全般を助けることにもつながるの
で、ある意味では居住地域の住民に力になることでその地域社会にも貢献できる。	 
20代
8%
30代
16%
40代 4%
50代
16%60代
32%
70代 4%
無応答
20%
年齢層
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第 4章	 考察	 	 
1．施策と現場のずれ	 
序章の本研究の目的で取り上げた研究課題①は、「多摩地域における日本語指導が必
要な外国人児童に対する公的支援の施策の現状と施策が行われている現場の実情には
どのような差があるか。」であった。 
	 日本では外国人児童が義務教育の対象ではないため、外国人児童のみを対象とした
教育体制は存在しない。国レベルで「特別の教育課程」が施行されているもののあく
までも指針であり、法律として守られているわけではない。東京都のレベルでも教育
政策というより国際政策の一環として行われる場合が極めて多い。	 
	 しかし、外国人児童が日本生活を営むうえで、必要としているのは、一時的な日本
生活を目的とした支援ではない。本稿でも取り上げた通/翻訳支援はとくにその例とし
て考えらるが、在住を目的として来日した外国人が増加の傾向にあることから考えて
も、今後は一時的に終わってしまう支援ではなく継続して支援することが望ましい。
また、帰国児童生徒に対する支援が非常に減少していることがわかったが、今後は在
住する外国人に継続できる新たな生活支援が必要であると強調したい。	 
	 
2．日本語・教科支援の必要性	 
	 序章の本研究の目的で取り上げた研究課題②は、「多摩地域における日本語指導が必	 
要な外国人児童に対する日本語支援と教科支援はどの程度充実しているか。」であった。	 
	 文献調査で用いた、都が発行する報告書『東京都区市町村の国際政策の状況』から
「日本語教育、適応指導の推進」に関する支援についてまとめた結果、多くの支援が
日本語・教科学習のための支援であることがわかった。なかでも、日本語支援の実績
が多く、通/翻訳も少なくないことがわかった。	 
	 しかし、インタビュー調査を通して示唆された点は、外国人児童が日本の公立小学
校で困難を抱えている要因は日本語という言葉の問題ではなく、日本の文化、学校規
範などの生活面での問題でもなく、教科学習で困ることが多いと明らかになった。『東
京都区市町村の国際政策の状況』の「日本語教育、適応指導の推進」から 2015 年の時
点で、教科に関する支援が少しずつ増加してきている傾向が見られているが他の支援
内容と比較する十分とは言えない。	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3．指導者・支援員の役割	 
序章の本研究の目的で取り上げた研究課題③は、多摩地域における日本語指導が必
要な外国人児童に対する学習支援を担当する指導者は日本語教育とどのように関連し
ているか。」であった。	 
本稿では、教員、支援員という用語を用いて外国人児童に対して日本語・教科等の
支援を行う者の役割・立場を分けて考えてきた。しかし、それは筆者の考え方による
ものではなく現状を反映しようとした結果用いた用語である。	 
言い換えれば、教員の立場としては教育の目標を人格の完成であるとしているため、
全教科に跨る資質をもつ教員が外国人児童の支援に携わることを訴える。一方、ボラ
ンティアの立場で支援をしている人は、日本語・教科を教えるというのは、実際は教
えるものではなく人と人がつながる一つの手段として考える傾向があり、日本語・教
科の支援があくまでも彼らの生活を支える一部分としてとらえている。	 
外国人児童の立場からすると両方極めて大切なものでありなくてはならないもので
ある。しかし、筆者は教育者の立場であれ、支援者の立場であれ、日本語指導を必要
とする外国人児童に対してもっとも大事であるのは、また彼らが必要とするのはボト
ムアップで支えてくれる心のサポートではないかと考える。 
 
4.	 今後の課題	 
	 本稿は、東京都多摩地域の公立小学校での公的支援の諸相について調査を行い、現
行の外国人児童への学習支援の実情を明らかにすることを目的とし、日本語指導が必
要な外国人児童の学習支援に関して考察したものである。	 
文献調査インタビュー調査を通じて多摩地域の実情が明らかになり、政策と現場の
間には見えない壁が存在していること、公立小学校に在籍する日本語指導が必要な外
国人児童数が増加するにつれ日本語の支援はいうまでもなく、教科支援の声を高まっ
ていることが明らかになった。	 
しかし、外国人児童が必要とする日本語の支援、教科学習のサポートだけでないこ
とがわかった。学校生活をはじめ日本での生活を営むためには日本語習得は必ず必要
となってくるが、言語発達期にある子どもには、目に見えないアイデンティティーの
問題をはじめ、母語維持等も必要となってくる。	 
ゆえに今後の課題として、①当事者の観点を増やす研究（子どもの立場からアイデ
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ンティティーの問題、母語維持の問題について考え、保護者の立場から居場所づくり、
就学前の予備教育、保護者を対象にした日本語・学習支援を考える研究）、②支援機関
間の連携を探る研究の必要性などをさらに追究する所存である。	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